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平成２１年第４回 

美唄市議会定例会会議録 

平成２１年１２月１１日（金曜日） 

午前１０時００分 開議 

 

◎議事日程議事日程議事日程議事日程    

 第１ 会議録署名議員の指名 

 第２ 一般質問 

 

◎出席議員出席議員出席議員出席議員（（（（１１１１６６６６名名名名））））    

  議 長  内馬場 克 康 君 

  副議長  谷 村 孝 一 君 

   １番  吉 岡 文 子 君 

   ２番  森 川   明 君 

   ３番  五 十 嵐 聡 君 

   ４番  高 田 正 則 君 

   ５番  高 橋 幹 夫 君 

   ６番  阿 部 義 一 君 

   ７番  長谷川 吉 春 君 

   ８番  米 田 良 克 君 

   ９番  白 木 優 志 君 

  １０番  小 関 勝 教 君 

  １１番  土 井 敏 興 君 

  １２番  本 郷 幸 治 君 

  １３番  紫 藤 政 則 君 

  １４番  林   国 夫 君 

 

◎出席説明員出席説明員出席説明員出席説明員    

 市     長  桜 井 道 夫 君 

 副  市  長  斎 藤 正 紀 君 

 総 務 部 長  安 田 昌 彰 君 

 市 民 部 長  岩 本 良 一 君 

 保健福祉部長兼福祉事務所長  中 川 直 紀 君 

 商工交流部長  岡 嶋 博 文 君 

 農 政 部 長  林   信 孝 君 

 都市整備部長  山 口 隆 慶 君 

 市立美唄病院事務局長  高 倉 雄 治 君 

 消  防  長  霜 田 公 法 君 

 総務部総務課長  大 崎   聡 君 

 総務部総務課総務係長  村 上 孝 徳 君 

 

 教育委員会委員長  白 戸 仁 康 君 

 教  育  長  板 東 知 文 君 

 教 育 部 長  前 田 敏 和 君 

 

 選挙管理委員会委員長  後 藤 泰 彦 君 

 事 務 局 長  秋 場 勝 義 君 

 

 農業委員会会長  佐 藤 博 道 君 

 農業委員会事務局長  林   忠 男 君 

 

 監 査 委 員  扇 谷   均 君 

 監査事務局長  稲 村 秀 樹 君 

 

◎事務局事務局事務局事務局職員職員職員職員出席者出席者出席者出席者    

 事 務 局 長  藤 井 英 昭 君 

 次     長  中 平 匡 司 君 

 

午前１０時００分 開議 

●議長内馬場克康君 これより本日の会議を

開きます。 

 

●議長内馬場克康君 日程の第１、会議録署

名議員を指名いたします。 

８番 米田良克議員 

９番 白木優志議員 

を指名いたします。 
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●議長内馬場克康君 次に日程の第２、一般

質問に入ります。 

 発言通告により、順次発言を許します。 

１３番、紫藤政則議員。 

●１３番紫藤政則議員（登壇） 私は大綱４

点につきまして、市長に御質問をしたいと思

います。 

最初に、一般廃棄物処理行政について伺い

ます。家庭ごみの有料化が平成１９年の１０

月にスタートいたしました。その前後のごみ

の家庭から出る量、そして、その処理、どの

ような状況になっているのか。当初の目論見

どおり減量化がなり、資源化が進んだのか。

併せまして、当初有料化の説明を市民の皆さ

んにいたしました。全体のごみ処理経費がこ

れだけかかる。そのうち２５％を御負担をい

ただくということで積算をして、具体的にそ

の内容をお示して、手数料の単価を決めまし

た。その説明どおりの収支になっているのか

どうなのか。この辺のところ、お尋ねをした

いと思います。 

具体的にお伺いいたします。１つ目は、ご

みの排出状況の推移でございます。全体の年

間の排出が、回数がどうなっているのか。そ

して、市民１日１人当たり何グラムになるの

かですね。平成１３年度のベースで行きます

と、１，２３４グラムというのがカウントさ

れておりまして、それがどのようになってい

るのか。３カ年の状況をお尋ねをしたい。同

じく資源ごみ回収状況、そして、ごみ処理経

費と市民負担等対応収入の推移。４点目は、

実施計画中の家庭ごみの減量化施策の実施状

況。有料化に伴いまして、減量化を含めた、

有料化を導入するに当たりまして、審議会の

答申がありました。答申を受けて、美唄市と

しての実施計画をつくられたわけでございま

すが、その中に減量化施策に関してこのよう

に行いたいという計画を打ち立てたわけでご

ざいますが、それが、どういう状況になって

いるか、お尋ねをしたいと思います。 

廃棄物処理行政の２つ目でございますが、

最終処分場の埋立容量実績と耐用限界見通し

についてお尋ねをします。２３億余りの膨大

な資金を投入いたしまして最終処分場が建設

をされまして、平成１９年、０７年の４月に

供用を開始をしたわけでございます。当初の

計画では、１５年間、穴の大きさが１５年間

持つと、こういう計算でございました。これ

が、この供用開始以降、今日までの埋立実績

とこういうものを見て、さて、目論見どおり

これも１５年もつのかどうなのか、この辺で

すね、どのように押さえておられるのか。併

せまして、既に、燃えるごみ、燃やせるごみ、

焼却場の広域化計画というのは断念をされた

というふうに伺っておりますが、生ごみの処

理の問題をどうするか、こういった課題があ

るわけでございますが、これらのゴミ処理行

政の持つ課題について、どのような認識を持

っておられるのか、この点も併せてお尋ねを

したいと思います。 

大綱の２点目は、美しきまちづくり条例と

環境基本計画についてでございます。 

その１つは、環境基本計画策定の留意点に

ついて、環境基本計画につきましては、美し

きまちづくり条例の中に計画を定めるという

ことがうたわれております。具体的に、この

環境基本計画の策定の構想を練っておられる

段階かと思いますけれども、どのような考え
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方で進めようとしているのか。特に、ＣＯ２

の削減という視点で美唄の林業試験場が研究

開発いたしました苗木「クリーンラーチ」、こ

れをどのように位置づけをして、美唄らしい

環境基本計画の中のＣＯ２の削減というもの

に向けて発信をしていく、そういうお気持ち

があるのかどうなのか。この辺を中心にお尋

ねをしたい。 

具体的に申し上げれば、１つ目には、この

環境基本計画の策定いかんに問わず、今日ま

で美唄市が取り組んできた環境施策、これら

の現状について、まず整理をしたものがあれ

ばお答えをいただきたいことが１つでござい

ます。 

２つ目は、この環境基本計画、条例の導入

時期には深川の例を出されて、深川は条例制

定から３カ年程度で環境基本計画をつくられ

たというようなお話をお聞きをしました。美

唄は、どういう手順、手だてを講じながら計

画策定まで持っていこうとしているのか、そ

のスケジュール、併せまして、既に道内の先

進事例が数多く出されております。これは国

が基本法をつくり、そして、それに基づいて

計画を打ち立てて、自治体もいわば義務づけ

られている、計画策定が義務づけられている

わけでございまして、そんな立場からそれぞ

れの自治体が取り組んでおります。これらの

取り組み状況、どういうふうに押さえておら

れるのか、お答えいただきたいと思います。  

それから３点目は、先ほど申し上げました

が「クリーンラーチ」の認識でございます。

「クリーンラーチ」につきましては、昨年の

７月、ちょうど洞爺湖のサミットがございま

したが、そこで首脳の植樹として使われた木

でございます。ＣＯ２の吸収が通常の木より

も格段吸収力が高い。それから、成長、この

早さも非常に高い。美唄の林業試験場で足掛

け４０年の時間をかけて、そして苦労して研

究し開発したものでございます。北海道の中

で、この「クリーンラーチ」をどのように位

置づけているかということは、実は書き物に

なったものを承知をしていないわけでござい

ますけれども、既に市内のこの環境グループ

と言っていいと思いますけれども、組織を作

って、この「クリーンラーチ」の有効活用に

ついて地域の視点で取り組んでいこうという

動きも見られるようでございます。これは、

直接的には道の機関ということになりますけ

れども、この美唄の地で開発をされたもので

ございます。これらを有効に使わない手はな

いわけでありまして、この環境基本計画の中

に「クリーンラーチ」をぜひ積極的に位置づ

けをして、そして、これらを単にＣＯ２の吸

収という視点だけではなくて、産業の振興、

これは「グリーン・ニューディール」という

ことで、アメリカで打ち立てた言葉がござい

ますけれども、産業の振興、そして雇用、地

域振興につなげていくという、そういう中長

期の展望を掲げて、ひとつ環境計画に位置づ

けるべきだろう。こんなふうに思いまして、

この辺の認識についてお尋ねをするものでご

ざいます。 

次に、美しきまちづくり条例の第１５条の

件についてお伺いをしたいと思います。ここ

では、環境に関して年次報告を整理をして、

そして公表するということがうたわれており

ます。この年次報告の作成、それから、公表

の実施時期とその内容についてどのように考
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えておられるのか、お尋ねをしたいと思いま

す。 

なぜ、この話をするかといいますと、この

環境の実績、どういう、美唄市として取り組

みをしてるかということにつきましては、環

境基本計画があるなしに関わらず、環境施策

ということが取り行われているわけでござい

ますので、これは、条例制定後、直ちに準備

をして、実行に移せる内容だろうと、こうい

うふうに私なりに解釈をいたしまして、その

辺についてお尋ねをした次第でございます。 

次に、大綱の３点目でございますが、北海

道中央コンピュータ・カレッジ、ＨＣＣのそ

の後について伺いたいと思います。国が撤退

を発表いたしました。この平成２１年、０９

年に入りましてから、慌しくこのＨＣＣの問

題が取り上げられ、私どもの議会に対しまし

ては、７月の２９日に議員協議会を持たれて、

その中で状況の説明報告がございました。そ

の後、議会としても常任委員会の中でＨＣＣ

にお邪魔をしまして、所管事務調査という形

で直接学校の校長先生から抱えてる課題やら、

今後の経営に関する所見についても伺った次

第でございます。非常に厳しい環境下で何と

か地元で引き続き経営をしていきたいという

強い意向が示されたわけでございます。市長

も、その考え方は一貫して持っているわけで

ございますが、過日の新聞報道でも、思うよ

うに学生さん募集しても集まらない。そうい

う記事も載っていたわけでございます。私は

第３回の定例市議会におきまして、このＨＣ

Ｃの国の撤退に関しては、極めて理不尽であ

る。ましてや、学生さんの募集をしているさ

なかに、来年度の募集から国設の冠を外すな

どということは、通常常識では考えられない。

自信を持って論理立てて、ひとつ再度国に対

して要望すべきだと、そういうねじ巻きを行

いました。市長はそのとおりだということで、

一連の行動に打って出たようでございます。

私も、私なりに一定の努力をさしていただき

ました。私の受けた感触は非常に情けない状

況でございました。努力もすれど、しかし、

国の厚い壁があると、こういうお話でござい

ましたが、市長御自身として関係方面に再要

請をしたわけでございますが、どのような感

触を持っておられるのか、この辺と併せて今

後の、仮に地元で引き受けをして、そして経

営が思わしくない状況になった時、学校をた

たむ事態になったとき、負債等の整理、これ

ら含めて責任の所在と、それから、市民への

説明責任についてどのようになるのか、非常

に心配でございまして、この辺について中心

にお尋ねをしたいと思います。 

具体的に申し上げます。１つ目は、再度要

請行動をした感触。もう１つ目は、その中身

として、その反応がどうだったか。それから

市として、もうこれはだめならだめと判断を

して、次に進まなきゃならないわけでありま

すので、この市としての判断をどのように持

っておられるのか。 

それから、経営の新たな事業主体について

伺いますが、既に新たな事業主体、受け皿に

ついて地元として考えたいという意向が示さ

れている訳でございますけれども、美唄情報

開発学園として、職業訓練法人の美唄情報開

発学園としての方針、これも新聞報道で改め

て示されたわけでございますが、どういう方

針を打ち立てたのかという事と、学園として
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の経営責任というのはどこにあるか。正直言

いまして、理事長は市長でございますが、学

園の責任と権限で行われることは限定されて

おります。国が撤退をしたという後、市がそ

れにどう関わるか、学生数が落ちたときの赤

字の処理、それから市が今現在１億０，３０

０万円融資をしている、これらの償還につい

てどうするか、これも市としての判断であり

ます。こういった市の方針が大きくこの学園

の経営の方向を左右すると言っても過言では

ないわけでございますが、そういった前提で

学園としての経営責任というのはどういうふ

うに、どこに所在をしてるのか、ここについ

てお尋ねをしたい。 

そして併せて、美唄市としての方針、美唄

市としてこの新たな事業主体に関して、どう

いう最終的な方針をお立てになったのか、ま

た、今検討中なのか。そして、市民の皆さん

へ、どのような先ほど申し上げた説明責任を

果たそうとしておられるのか。ここのところ

お尋ねをしたいと思います。 

大綱の最後でございますが、行財政運営に

ついて伺いたいと思います。 

その１つは、政権交代に伴う美唄市の影響

についてでございます。この夏の８月３０日、

国政選挙がございまして、歴史的な政権交代

がなったわけでございます。戦後のこの政治

というものが大きく転換をした日でございま

した。そして、９月に入りましてから組閣さ

れ、民主党中心とした政権が誕生したわけで

ございます。内閣の支持率も７０％を超える

高い支持率でスタートいたしました。一方、

最近になりまして、事業仕分けの問題やら、

さらには前政権が打ち立てた経済対策、１４

兆円対策、これらの補正の見直しを行なった

り、さらに、これらの影響が地方にも及ぶと

いう状況になりまして、各地からブーイング

が起きているわけでございます。支持率もそ

こそこ維持をしておりますが、当初の高い支

持率から見ますと６０％台までになってきて

いる訳でございます。私もさまざまな人のご

意見を伺う機会が多うございますが、率直に

言って、この国道１２号線の拡幅事業がどう

なるのか、事業が凍結をされるんでないか、

それから、農家の戸別補償の政策のあり方で

市にとっては逆にマイナスの効果が出るんで

ないだろうか。こういったような声が出され

まして、地域にとって新政権が打ち出すこの

対策というものが決してプラスにならないと

いう声が多いわけでございます。この辺、美

唄市の行財政にどのような影響を及ぼすのか。

市長として情報をどのように収集しておられ

るのか。この辺について率直にお尋ねをした

いと思います。 

具体的に申し上げます。その１つは、現行

予算、０９年度の現行予算の執行停止、また

は、その復活、生活保護の母子加算等が復活

をされたわけでございますが、これらの執行

停止や復活による影響がどうなっているのか。 

それから２つ目に、先ほど申し上げました

事業仕分けによりまして、お話をお聞きすれ

ば、人材開発センターの事務費が３分の１減

らされるとか、そして、自衛隊の増員要求が

カットになったとか、さらには、国道の拡幅

事業が凍結をされると、さまざま出ているわ

けですが、これらによる影響というものをど

のように押さえておられるか。 

そして３つ目に、新しい政策として打ち立
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てた農家の戸別所得補償制度、これが美唄に

どんな影響が出るのか。９千数百万、これで

落ちると、こういうこともおっしゃってる方

もおいでになるようですので、この辺実態が

どうなのか教えてください。 

それから４つ目は、子ども手当、これは、

新政権の目玉事業でありまして、コンクリー

トから人へと、家庭へひとつしっかりと支援

をしていこうという政策でございますが、こ

れも、賛否両論があるようでございます。こ

の辺についての影響、どのように押さえてお

いでなのか。 

それから、中項目の２つ目でございますが、

今年度の決算見通し、一般会計、病院会計別

に主な要因を含めて、ひとつどのような決算

見通しを持っておられるか。現在１２月です

から、今月を含めてまだ４カ月あるわけでご

ざいます。しかし、普通交付税等も、ほぼ確

定をしておりますでしょうし、合わせて特別

交付税等流動的要素、税は道においては２百

数十億の減収になるというようなことも出さ

れておりましたが、これらの景気の動向等を

見て、美唄の現状、どう見通しておられるの

か、決算見通し。病院も同様でございます。

インフルエンザ等の影響があって患者が伸び

ているようでございますけれども、これらの

決算見通しをどのように立てておいでになる

か、お答えをいただきたいと思います。 

中項目の３つ目は、２０１０年度、来年度

の予算編成に当たっての方針について伺いた

いと思います。大きな柱としまして、重点方

向というのは決められるわけでございます。

具体的に来年度はこういう仕事を、こんな考

え方で行いたいということでございます。来

年度は、現在進めています第５期美唄市総合

計画の最終年次、合わせて次の計画に向けた

自主的に計画書を作成をまとめる時期、さら

には、財政健全化計画の７カ年計画、これら

の１年間の実績を見て次につなげる年と、非

常に重要な年でございます。これらについて

の整合性もあろうかと思いますが、この重点

施策の考え方と展開方向についてお尋ねをし

たいと思います。 

予算編成方針についてのもう１点は、土地

開発公社と第３セクターの経営改善の方策で

ございます。土地開発公社、第３セクターと

も、いわゆる潜在赤字の巣と言われておりま

す。美唄の現状は巣とまでは行ってないよう

ですが、新たに地方公共団体の財政の健全化

に関する法律の中で将来負担比率が定められ

まして、そして、抱えている将来負担の中に

この公社、３セクが含まったわけでございま

す。しかし、これらも全部カウントしている

訳ではなくて、一定の比率で落とされて、将

来負担比率が定められました。美唄の現状に

ついて新年度予算、どのように抑えて、経営

改善を行おうとしているのか。その方策につ

いてお尋ねをしたいと思います。 

以上、４項目についてご答弁いただけます

ようにお願いを申し上げまして、この場での

質問を終わりたいと思います。 

●議長内馬場克康君 市長。 

●市長桜井道夫君（登壇） 紫藤議員の御質

問にお答えします。 

初めに、一般廃棄物処理行政について、家

庭ごみ有料化の効果測定についてであります

が、初めに、ごみの排出状況につきましては、

平成１８年度は１万４，１２７トン、平成１
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９年度は１万５，５００トン、平成２０年度

は９，９４３トンとなっております。 

なお、市民１人１日当たりの排出量につき

ましては、平成１８年度は１，３７４グラム、

平成１９年度は１，５４５グラム、平成２０

年度は１，０１２グラムとなっております。 

次に、資源ごみ回収の状況につきましては、

平成１８年度は１，５５１トン、平成１９年

度は１，６６６トン、平成２０年度は１，４

４３トンとなっており、また、リサイクル率

につきましては、平成１８年度は１０．９８％、

平成１９年度は１０．７５％、平成２０年度

は１４．５１％となっております。 

次に、ごみ処理にかかわる経費と収入につ

いてでありますが、平成１８年度につきまし

ては、１９億８，３７３万円の歳出に対して、

歳入は１７億５，６５２万円、平成１９年度

につきましては、３億２，１５９万円の歳出

に対して、歳入は８，１９７万円、平成２０

年度につきましては、３億２，２７０万円の

歳出に対し、９，６２０万円の歳入となって

おります。 

なお、家庭ごみの有料化に伴う市民負担に

ついてでありますが、平成２０年度の割合は、

ごみ処理に要した経費の２４．７％となって

おり、有料化の実施に当たり設定いたしまし

た負担割合の２５％とおおむね同等程度とな

っております。 

最後に、ごみ減量化、有料化実施計画の家

庭ごみの減量化施策等の実施状況についてで

ありますが、毎年リサイクルフェアを実施し、

資源の再利用を促進しているほか、環境教育

の促進として最終処分場やリサイクルセンタ

ーなどの施設見学、さらには自治会や学校な

どへの出前ミニ講座を実施しているところで

あります。また、農協や生協などと協定書を

締結し、ノーレジ袋・マイバック持参運動を

支援しているほか、平成２０年度にごみ分別

事典を作成し、各家庭への配布を通じ、家庭

ごみの減量化、再資源化の啓発に努めている

とともに、資源化を促進するため広報誌等を

通じて各自治会などに集団資源回収のお願い

をしているところであります。また、生ごみ

の減量化など他の減量化施策につきましても、

今後実施に向け取り組んでまいりたいと考え

ております。 

なお、家庭ごみの有料化に伴い、市民の皆

さんのごみ問題に対する意識が高まり、ごみ

の減量化やリサイクルの推進などに一定の効

果があったものと考えており、今後ともごみ

の一層の減量化、再資源化を図ってまいりた

いと考えております。 

次に、最終処分場についてでありますが、

平成１９年度から埋め立てを開始しており、

平成１９年度は計画埋立量１万２，８７６立

方メートルに対して、１万０，４９５立方メ

ートル、平成２０年度につきましては、計画

埋立量１万２，５１８立方メートルに対して、

６，２９８立方メートル、平成２１年度につ

きましては、２１年度末現在で計画埋立量９，

６３６立方メートルに対して、４，８３８立

方メートルの埋立処分を行っております。供

用開始から２年８カ月間の総埋立量は２万１，

６３１立方メートルとなっており、計画埋立

量３万５，０３０立法メートルに対し、約６

２％の埋立実績となっております。 

次に、埋め立ての見通しでありますが、今

後平成２０年度の埋立量実績をベースにごみ
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が埋め立てられると推計した場合、平成３３

年度におきまして、総計画埋立量１０万５，

２００立方メートルに対して、約９０％の埋

立処分が行われるものと見込まれますが、さ

らに施設を１年でも長く利用していくため、

一層のごみの減量化や再資源化を促進してい

く必要があるものと考えております。 

また、可燃ごみにつきましては、現在の収

集体制などを考慮し、高温高圧処理方式を基

本に検討を深めてまいりたいと考えておりま

す。 

次に、美しきまちづくり条例と環境基本計

画について、環境基本計画策定の留意点につ

いてでありますが、市が取り組んでいる環境

施策として平成２０年４月に美唄市地球温暖

化対策実行計画を策定し、市の公共施設から

排出される温室効果ガスの削減を行っている

ところであります。この計画では、照明機器

の小まめな消灯やウォームビズ、エコドライ

ブの推進などの具体的な取り組みとして、４

４項目を定めており、平成２０年度は平成１

８年度と比較して温室効果ガスが１５．９％

の削減となっております。また、家庭から排

出される温室効果ガスを把握することができ

る美唄市版環境家計簿をホームページや窓口

で配布しているほか、全国的に施設や事業所、

家庭などで一斉に電気を消すイベントなどを

ホームページで紹介しています。また、広報

メロディー平成２０年１２月号別冊でごみの

適正な分別と排出方法などについて作成しま

したごみ分別事典を配付しており、ごみの減

量化に努めているところであります。 

今後におきましても、温暖化の防止に向け

て、これらの取り組みを着実に推進してまい

りたいと考えております。 

次に、計画策定までのスケジュールと他市

の取り組み状況についてでありますが、市民

の皆さんや事業者が自ら環境保全に対して理

解を深めていくことが重要となっており、循

環型社会への取り組みを進めるため、来年４

月を目途に美唄市環境審議会を設置し、環境

への負担の提言や地球環境保全などに関する

取り組みについて御審議をいただくとともに、

市民の意見が反映されるアンケート調査、さ

らに自然環境の基礎調査などを行い、平成２

２年度中の策定に向けて取り組んでまいりた

いと考えております。 

また、他市の取り組み状況につきましては、

環境基本条例の制定と環境基本計画を同時に

策定しているところや、環境基本条例の制定

後、環境基本計画を策定しているところなど

があります。 

次に、美唄らしい施策の方向についてであ

りますが、この計画は美唄市美しきまちづく

り条例の基本理念を具現化し、市民の皆様が

家庭でも取り組むことのできる温暖化防止対

策を盛り込むなど、環境に配慮した美しきま

ちづくりを推進するため策定することとして

おります。 

なお、「クリーンラーチ」につきましては、

温暖化防止に一定の役割を果たすものと認識

をしており、この活用方策については、計画

に盛り込む方向で検討してまいりたいと考え

ております。 

次に、年次報告についてでありますが、美

しきまちづくり条例、第１５条の規定に基づ

く年次報告につきましては、平成２０年度の

ごみ処理の状況、平成１８年度から３カ年の
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ごみ量の変化、ごみの組成分析、ごみ処理の

経費、さらに地球温暖化の防止など、市が取

り組んでいる環境施策の現状のほか、これか

ら取り組んでいく環境政策について美唄市の

環境概要として策定したところであります。

この環境概要につきましては、ホームページ

に掲載するとともに、環境課で配布すること

として市民の皆様には来年１月号の広報メロ

ディーでお知らせすることとしております。 

次に、北海道中央コンピュータ・カレッジ

についてでありますが、本年６月５日付で、

厚生労働省から雇用・能力開発機構の業務と

して平成２３年３月３１日をもって廃止する

との通知があったところであります。このた

め、市として厚生労働省、雇用・能力開発機

構北海道センター、北海道経済部に対し業務

継続の要請を行ったほか、１１月１４日には、

私と美唄市議会議長、美唄市情報開発学園理

事長の連名で地元選出国会議員に対し今日の

厳しい雇用環境下においてコンピュータ・カ

レッジが地域における雇用能力の開発や人材

育成等を図る上で果たす役割は大きいことか

ら、職業能力開発業務が雇用・能力開発機構

から移管される独立行政法人高齢障害者雇用

支援機構において北海道中央コンピュータ・

カレッジの運営を継続するよう要望書を提出

したところであります。このような中、国の

行政刷新会議の事業仕分けにおいて、雇用・

能力開発機構に対する交付金の見直しという

結果となり、職業訓練に対する新年度の予算

が計上されない見通しとなったため、国にお

ける継続運営については、非常に厳しい状況

にあると認識しております。 

次に、経営の事業主体についてであります

が、現在カレッジの運営につきましては、職

業訓練法人美唄情報開発学園が行っており、

国からの支援が受けられなくなった場合にお

いても、学園自らが運営するためには、一定

数の学生の確保が図られ、機構が所有してお

ります校舎を市が購入し、学園に無償貸与す

ることや、貸付金の継続が必要なことから、

これらについて、本市に対し要望があったと

ころであります。このような中で、学園にお

いては自らが運営するため、現在、入学生の

確保に向け募集活動に積極的に取り組んでい

るところであります。 

次に、学生募集の状況についてであります

が、学生募集活動は昨年に比べ拡充強化を図

ってきているところでありますが、６月２３

日の新聞による閉校報道などの影響があり、

現時点では昨年より少ない２０名の入学希望

となっております。例年、大学等の入学試験

終了後に願書の提出がありますことから、今

後におきましては、単年度黒字になるための

必要な学生の確保に向け、学校訪問などに取

り組んでいくこととしているところでありま

す。 

なお、他のカレッジの状況につきましては、

国の事業仕分けにおいて雇用・能力開発機構

に対する交付金の見直しのため、これまで廃

止を猶予されておりましたカレッジに対しま

しても、平成２３年３月末で廃止するとの通

知がなされ、国は来年１月ごろに施設譲渡の

条件提示を行いたいと聞いているところであ

ります。 

いずれにいたしましても、コンピュータ・

カレッジがこれまで高度な技術・知識を有す

る情報処理技術者の養成確保を図る上で一定
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の役割を果たしてきており、今後も経済成長

戦略の展開や、地域における産業活動の円滑

化を図る上で、カレッジは地域において必要

かつ重要な施設と考えておりますので、市と

しましては学園自らが運営の存続が可能とな

るよう、学生募集活動に対し支援を行なうほ

か、学園運営に必要な貸付金の継続貸し付け

を予定しているところであります。 

なお、校舎の購入につきましては、今後の

入学者の動向などを踏まえ、雇用・能力開発

機構と再協議してまいりたいと考えておりま

す。また、これまでの経過と市の対応につい

ては、今後、国との協議結果を踏まえ、最終

的に整理し、議会はもちろんのこと、市民に

対してもお知らせしてまいりたいと考えてお

ります。 

次に、行財政運営について、政権交代に伴

う美唄市の影響についてでありますが、平成

２１年度現行予算の執行停止、または復活さ

れた主なものとしましては、経済危機対策の

子育て応援特別手当の執行停止、また、生活

保護費の母子加算の復活が挙げられます。 

次に、事業仕分けによる影響としましては、

総務省関係では地方交付税の抜本的な見直し、

厚生労働省関係では介護予防事業の縮減、シ

ルバー人材センターの援助事業の３分の１程

度の縮減、国土交通省関係では道路整備事

業・河川改修事業の見直し、下水道事業の地

方への財源移管、農林水産省関係では国営か

んがい排水事業の２０％縮減、農地・水・環

境保全向上対策事業の１０％縮減などが挙げ

られます。今後の制度の見直しや箇所付けを

含め、予算にどのように反映されるか不明な

点が多いため、現時点において確かな影響は

見通せない状況にあります。 

次に、農家戸別所得補償制度については、

平成２３年度本格実施に向け、平成２２年度

はモデル事業として米の生産数量目標に即し

て実施され、また、大豆や麦など転作作物の

生産に対しては、これまでの産地確立交付金

に変わり、水田利活用持久力向上事業として

助成金が交付される見通しであります。現在

示されている制度案では、大豆や麦などの転

作作物に対する助成単価が大幅に減額となり、

本市全体では現行制度と新しく予定されてい

る制度を平成２１年度ベースで比較すると、

約１億０，１００万円程度助成額が減少する

ものと試算しており、また、米以外の生産者

の助成額が大幅に減少するため、支援水準の

堅持が大きな課題であると認識しております。 

次に、子ども手当てについては児童手当に

変わり、０歳から１５歳到達後の３月３１日

までにある児童に対して、２２年６月から１

人当たり１万３，０００円、２３年度からは

２万６，０００円支給される見通しでありま

す。児童手当については、現在１０分の１か

ら３分の１の地方負担があり、平成２２年度

も継続した場合、本市では３，８００万円程

度の負担が見込まれますが、子ども手当てに

ついては、現在地方負担や税制など制度のあ

り方が検討されていると認識しております。 

なお、今後においても国の動向を十分に把

握するなど、情報収集に努め、市長会や北海

道、関係団体などと連携し、本市の財政運営

や市民生活、産業や地域振興に向けた取り組

みに支障が生じないよう、国に対して要望し

てまいりたいと考えております。 

次に、２００９年度決算の見通しについて
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でありますが、一般会計においては平成２０

年度の赤字決算を予測し、当初予算において

普通交付税を１億２，８００万円留保する積

算をしたところでありますが、結果、平成２

０年度は少雪などの影響から、実質収支約５，

７００万円の黒字決算となり、普通交付税が

予算額を７，３００万円ほど上回っていると

ころであります。また、市税収入が予算額を

確保できそうな見込みであり、現状では収支

均衡が保てると考えております。 

なお、今後の事業の動向、特別交付税や退

職手当債、財産収入などの歳入、また、降雪

状況による除排雪経費の増減など不確定要素

がありますが、実質収支が確保できるよう努

めてまいりたいと考えております。 

次に、市立病院事業会計の決算見込みにつ

いてでありますが、収益では昨年４月から救

急の窓口を一本化したことに伴う短期入院患

者や、透析センターの拡充に伴う入院透析患

者、さらに、医療総合相談室の充実に伴い、

療養病床入院前の検査などのため、一般病床

への入院患者は増加しており、１０月までの

実績と１１月以降の推計から入院収益が３，

８８０万円増加する見込みであります。 

一方、費用につきましては、当初予算編成

時に確定していなかった外科医師１名と、本

年１１月１日付けで採用いたしました内科嘱

託医師１名などにかかる職員給与費が２，９

００万円の増、平成２０年度の透析センター

の拡充に伴い、透析器をリースから国の地域

活性化生活対策交付金の活用により資産購入

したことに伴い、減価償却費が８５０万円増

加し、合計で３，７５０万円の増加となる見

込みであります。 

こうした収支状況から単年度不良債務解消

額は、約１，２００万円となり、改革プラン

を上回って解消される見込みであります。 

次に、２０１０年度予算編成方針について

でありますが、初めに、来年度の予算編成に

おける重点施策の考え方についてであります

が、来年度の予算編成に当たりましては、美

唄市財政健全化計画及び市立美唄病院改革プ

ランで予定している具体的な取り組み事項を

着実に実施し、予算全体としては引き続き抑

制を基本として財政健全化を推進していくこ

ととしております。平成２２年度における重

点施策につきましては、美唄２１世紀まちづ

くりプラン後期基本計画の最終年次であるこ

とから、総合計画の仕上げの年とするため、

福祉、環境、交流、経済振興の４つの重点方

向に沿って、引き続き取り組むこととしてお

ります。 

具体的に申し上げますと、福祉の分野につ

いては総合的子育て支援を、環境の分野につ

いては、ごみの適正処理を念頭にした循環型

社会の構築を、交流の分野では多様な交流の

展開を、経済振興の分野では農商工連携の推

進と雇用対策の推進を、それぞれ重点施策の

展開方向として位置づけました。また、小中

学校の耐震化や学校と地域との連携、地域の

自主的な防犯活動などを進めるため、安全・

安心なまちづくりを加えたところであります。 

いずれにいたしましても、大変厳しい財政

環境にあることはこれまでと同様であります

ので、まちの活性化に向けては予算事業の執

行と共に、創意工夫によるコミュニティー支

援や、市民参画の促進などの取り組みを継続

して進めてまいりたいと考えております。 
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次に、土地開発公社の経営改善方策につい

てでありますが、昨年７月に平成２０年度か

ら平成２９年度までの１０年間を期間とする

土地開発公社経営健全化計画を策定したとこ

ろであり、公社用地の民間への売却や、簿価

見直しによる特別損失の計画的補てんなどを

着実に推進することとしております。これま

で庁内に美唄市土地開発公社経営健全化対策

委員会を設け、民間への売却方策などについ

て具体的な検討を重ね、本年１０月以降、札

幌市内の不動産関係の企業などに対して販売

に向けた具体的な提案を行ってきているとこ

ろであります。 

次に、第３セクターの経営改善方策であり

ますが、株式会社美唄ハイテクセンターにつ

きましては、不況が続く中、企業の設備投資

も抑制傾向にあり、１５年から１８年まで入

居企業の退去が続き、計画どおりに収益が上

がらない事から、現在まで繰り越し損失を計

上してきております。今後におきましては、

ハイテクセンタービルにおいて光回線接続が

整備され、インターネット環境の向上が図ら

れたことから、これを積極的にＰＲし、近年

問い合わせが多いコールセンター企業などを

中心に入居募集に努めることとしております。 

次に、株式会社美唄未来開発センターにつ

きましては、平成６年度以降黒字を続けてお

り、平成２０年度決算は当期利益１６０万円

余で、５％の株式配当を行ったところであり、

今後においても民間取引の開拓に積極的に努

めることとしております。 

次に、株式会社ベルカントにつきましては、

これまで黒字決算を続けており、今後におい

ても株式会社アンビックスと共にゆ～りん館

の利用客増に向けた取り組みを推進して健全

経営に努めることとしております。 

以上でございます。 

●議長内馬場克康君 紫藤政則議員。 

●１３番紫藤政則議員 一通りご答弁いただ

きました。 

重ねて質問いたします。廃棄物の処理行政

でございます。お答えでは、この３カ年間の

排出状況等を見ますと順調に今減量化が進ん

でいると。合わせて資源化率についても好転

をしているようでございます。さらに、最終

処分場についても、こういったごみの排出量、

減じられているということも含めて当初の１

５年間、これは大丈夫だろうという、そうい

う見通しに立っているというお話がございま

した。 

そこで、今後のごみ処理行政に関して、ぜ

ひ考慮していただきたいということを何点か

お話し申し上げたいと思います。その１つは、

この美唄の一般廃棄物行政というのはどのよ

うな指針をもとに、数値目標を持って行われ

ているかと言いますと、廃棄物の処理計画で

ございます。基本計画があるわけでございま

す。この中にありますのは、人口等がこうい

う動きになれば、これだけのごみの推移です

よということとあわせまして、平成３３年の

最終年次にこうなりますという事で、排出総

枠、ごみの総量として２５％程度の削減をみ

たいと。資源化率も２７％程度を増やしたい

と、こんな計画でございました。私は、以前

に申し上げておりますけれども、単年度ごと

に、この数値目標というものをしっかり位置

づけるということが必要だろうということで

ございます。ぜひ、この辺の取り組みをこの
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計画の見直しの段階で、ぜひ進めていただき

たいということが１点でございます。 

２点は、資源ごみの回収の関係でございま

す。私の町内でも集団回収というのを、町内

開設以来行っております。民間の業者の方が

おいでになって、そして、古紙類、それから

空き缶、さらには、これは状況によりますけ

れども、アルミ缶と、それから牛乳パック、

空き瓶、これらを回収して頂いている訳でご

ざいます。単価については、それぞれの相場

で動きがあるわけですが、私ども町内にとり

ましては、このごみの有料化を契機にしまし

ては、非常にありがたい集団回収だなという

認識をしてございます。ただ、率直に言って

高齢化の問題やら、それから、実質的に収支

がペイせんと、こんなこともございまして、

もう店をたたもうかというお話も聞いている

わけでございます。この集団回収そのものが

行われなくなると、いわば回収されないごみ

が最終処分場に持ち込まれると、こういうこ

とになるわけでございまして、美唄市として

この辺の状況を把握をされて、継続できるよ

うな支援策を講じていく必要があるんでない

だろうかというふうに思うわけでございます。

この集団回収につきましては、この有料化に

伴って減量化の実施計画の中にも集団回収に

関わる施策があるわけでございまして、ぜひ

これを本腰を入れて、支援策を講じるように

すべきだろうと思いますが、この点について

のお考えをお示しいただきたいと思います。 

それと、先程ごみ処理経費のお話がござい

ました。大体、当初４０キロの袋の大きさで

８０円の有料化の単価が出されている訳でご

ざいますが、これらの単価の基礎になりまし

たのは、経費、３００数円と、これらの２５％

を見ましょうということでできたわけでござ

います。それも２４．幾つということでして、

ほぼ予定どおり収入されているということで

ございます。ぜひ、今回の決算議会からこの

収支に関する内訳は出されましたが、市民の

皆さんにとってこれから継続して検証できう

るように、これらの、今申し上げた、お答え

になったような内容を情報として、そのごみ

にかかわる情報として、お示しいただけない

かということでございます。これは、この美

しきまちづくり条例の１５条にあります、こ

れらの環境施策の取り組みというのを年次報

告するという部分ございますが、これらの中

にも一考を講じて、わかりやすい内容で比較

できるように、市民の皆さんと一緒にこのご

み処理行政進めていくと。これからもずっと

続くわけでございますので、一緒になって見

つめてもらいたいと、状況を把握をしてもら

いたいと、こんな意味で、ぜひこの辺の情報

の提供を積極的になさるように、お願いをし

たいわけでございまして、この辺の考え方お

示しいただければというふうに思います。 

大綱２点目の環境基本計画についてお伺い

したいことがございます。これは、これから

計画を策定するということでございますが、

１つは、ぜひ、大変でしょうが、コンサルに

持っていかないで、職員の皆さん汗流して、

知恵絞って、組み立てていただけないだろう

かということが１つでございます。美唄は既

に平成８年に立派な冊子で、この美唄市環境

づくりプラン、人と野鳥のハーモニータウン

ということで、作成しているのがございます。

立派な冊子でございますし、これもどこかの
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業者さんがやっていただいたというふうに記

憶してございますが、これは、全道の中でも

この環境計画づくりというのは、先進的な取

り組みとして位置づけられたわけでございま

す。しかし、これがどのように、このプラン

が進められているかという検証が、極めて雑

でありました。これが実際つくって、そのま

まつくられただけという実態だと。私は、ち

ょっときつい言葉かもしれませんけど、そう

思っているわけでございます。ひとつ、この

基本計画、国の法律で市町村がつくらなけれ

ばならないという義務規定があるわけでござ

いますし、併せて、これらの環境計画の中の

中心がＣＯ２の問題というのも出てきている

わけでございまして、ぜひこの美唄に生活を

している、そういう生活者の視点でつくり上

げていくということが大事だろうと思います

ので、わかりやすい内容にしていくというこ

とも合わせて、職員の皆さんまず知恵を出し

て、素案づくりに励むと、外注しないでやっ

てくださいということが１つでございます。 

それから、「クリーンラーチ」の問題でござ

いますが、今回の質問予定者の中にもさらに

詳しくこの問題取り上げる方がおいでになる

ようでございます。私は、最近になりまして、

にわか勉強をさしていただきました。いかに

この「クリーンラーチ」という樹木が非常に

将来あるものか。そして、この日本のこの環

境政策の中に大きな位置づけになるであろう

という、実は実感をしたわけでございます。

この美唄の林業試験場、光珠内の地でスター

トから既に４０年の成木がございまして、そ

の成木をちょうど機械で切って、通常のカラ

マツ類と比較をしたものを見せていただきま

したが、私ども素人の目でもこの木のすごさ

ということを、先ほど申し上げましたが実感

をしたわけでございます。本州の中部に生息

をしますカラマツと、そして、千島、南千島

や旧樺太、サハリンで取れますグイ松と、こ

れらの種子を混ぜまして、そして新たに開発

をしたものでございまして、寒さに強く、害

虫に強く、そして成長が早い。ＣＯ２の吸収

力も通常のカラマツ類の１．２倍だと、こん

なふうにも言われているわけでございまして、

私は、所有は道にあるわけでございますが、

この美唄の地ということを生かして、市長、

ぜひ道にかけあって、この美唄の中でこの木

をどう有効につくっていくかと。先程、環境

計画の中に一項を入れるというお話でしたが、

これは一項を入れるんじゃなくて、美唄版の

「グリーン・ニューディール」という位置づ

けをして、全庁挙げて組み立てをしてくとい

う必要があろうかと思うんです。そんな意味

で、ぜひ、積極的なお取り組みをお願いをし

たい。地域でかかわっている元気な民間人も

おられるわけでございますし、開発の中心的

な役割を担った研究者、ドクターであります

黒丸先生も美唄に住んでおられるわけでござ

います。ぜひそういった人材も活用して知恵

をいただいて、美唄市の施策に反映をしてく

と、この事をぜひお願いをしたいと思います

が、改めて市長の決意をお聞かせをいただき

たいと思います。 

ＨＣＣの問題ですが、思わしくないと、現

時点ではこれは断念せざるを得ないだろうと

いう環境というふうに受けとめさしていただ

きました。私は、壇上でも申し上げましたが、

この情報開発学園が既に理事会の中で示して
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おります学生数を確保するということと、そ

れから、国からの国設である建物、設備等の

譲渡、建設のときには、建物、それから設備

等を入れまして、１０数億の投資をしている

訳でございます。これらの国が持っているの

を市が引き継ぐということになりますと、時

価で引き継がれるのか、それから、無償で譲

渡されるのか、これからの問題なのかもしれ

ませんが、いずれにしても、それに対する市

の負担というのは今後の維持費含めて大きく

出てくるというわけでございます。過日の第

３回の定例会で資料を求めて出されました収

支のシミュレーション、これでいきますと、

そういったリスクについては一切学園として

の収支の中に入っていないわけであります。

合わせて学園の収入の大宗を占めます学生さ

んの、言わば授業料その他、これらが中心で

あります。学生数を３０名以上確保するとい

う大前提で立てられた計画であります。その

学生数をこの２１年度の決算見通し、予算よ

りも増やして、そして収入総額で８００万増

やすと、その増えた額で国が撤退した後の設

備費、コンピュータ機器類、これのリース、

新たな支出として８００万相当出そうという

計画でございます。単年度で８００万円の収

入増ということが大前提であります。先程２

０名程度の募集というお話がございました。

しかし、大学等の試験の受験の結果で、その

結果、何人かの方例年プラスしてお入りいた

だいているという状況ですから、２０名が最

終入学者ということにはならないのかもしれ

ませんが、いずれにしても、当初目論んでい

る３０名を超える生徒数、学生さんの確保と

いうのは、極めて困難な状況でないだろうか

というふうに私は思うわけであります。初年

度から、この収支計画がとんざをするという

可能性があるわけです。市長は先ほどの御答

弁で、従来からも言っているように、このコ

ンピュータ学校の美唄市における位置づけと

して、これからも重要な地域資源として、継

続して美唄市がかかわっていくと、こういう

決意を述べられたわけでございますが、ご案

内の通り美唄市の財政健全化計画の７カ年計

画では、このコンピュータ学校に関わる新た

な支出というのは計上してないというふうに

思います。これらが、どのように展開をする

かまだ見通せませんけれども、先ほど申し上

げましたコンピュータの、国が支出として経

費を負担をしていたこの設備費、これが平成

２３年から、２０１１年から、美唄市が、地

元が負担をするということになると、８００

万のお金が直ちに必要になってくる。学生数

を伸ばすことしか捻出方法がないと。で、学

生が来ないとした場合、これは市が補てんを

するということになるのが自明の理でありま

す。建物も年々経年劣化してくということで

ございまして、これは美唄の情報学園が意思

決定して責任と権限を持ってやれることじゃ

ないわけであります。市としての意思決定が

必要なわけでございまして、その際、クリア

しなきゃならん課題は多いわけでございます

し、当然、決断に当たっても、市民の皆さん

の合意形成はもとより、今後のまちづくりに

どんな影響が出てくるかということも含めて、

組み立てて説明をする責任が市長にあると私

はこう思うわけであります。ここを明確にな

さるべきでないだろうかと。先ほどの御答弁

では足りないというふうに思うんですけどね。
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ここんとこ、どのように整理をしてやろうと

しているのか、お考えをお伺いしたいことと

併せて、市長が本当にこの施設が必要だと。

私も年間３，３００人からの求人があると、

１年間にですよ、我が社にという募集数が３，

３００人もある。需要にこたえられない、１

０数人の卒業生ですからね。こういった状況

があって、さらに今この不況下でもしっかり

した技術をもって、そして、社会に出て生活

をしていけると、こういうその職場が確保さ

れるということは、ぜひこれ市としても支え

ていかなきゃならんと、私はそう思うんです

よ。ただ、従来もやってきたことの継続では、

これは、市が支援をするということにはなら

ないわけです。効果の出るものにはならない

とすれば、学生をしっかり募集をして確保す

るための新たな施策というものをセットで出

さなければ、このコンピュータ学校、地元で

ありますという、その意気込みというものは

市民の皆さん理解いただけないと逆に思うん

です。これは支出の伴うことですが、逆に、

支出を抑制することにもつながる。学生さん

のこの就学に対する支援をさらに積極的にや

るということです。年間、初年度で、お聞き

をすれば、学校に納めるお金が１１７万。こ

れは、入学金やら授業料とあります。授業料

の減免の規定もあると、特待生の扱いもある

ということでありますが、最大１１７万円年

間かかる。月１０万円の負担があると、学校

に納めるだけですね。私は、家庭の事情で大

学４年難しいと、しかし、コンピュータの学

校に入れて、就職もさせたいという親御さん

でも現下の経済状況の中で、経済的な負担が

できないということで思いとどまっている方

がおいでになるんじゃないかという気がして

ならないんです。この地元の学校に入る方、

最近でいきますと６人、７人程度でしょう。

少ないですね。道外からもおいでの方がいら

っしゃるわけですから、九州からも入ってる

方１人おいでになるというお話です。従来の

施策のままで学生確保のために努力をします

ということでは説得力がない。思い切った対

策を講じる、リスクを背負って、そして学生

を増やして学校運営、学園の経営をプラスに

転じて、１億０，３００万の貸付金を早く返

してもらうと、その算段をすると。そのため

には、これは財政健全化計画を見直してでも

支援をしていく、直接支援をしていくと、こ

ういう事が伴わなければならないというふう

に思うんです。先ほど言いました市民の説明

責任を市長が果たさなきゃいけないというと

きに、今私申し上げました、思いつくように

して申し上げました点を十分考慮した上で、

問いかけるという事が必要でないかというふ

うに思うんですけれども、その辺御見解をお

尋ねをしたいと思います。ＨＣＣについては

以上でございます。 

行財政の運営について、これも簡単にお尋

ねをしたいと思います。政権交代で美唄市の

行財政はいいことがないということなんでし

ょうか。私は政権交代ぜひ実現すべきだとい

う事で、選挙した人間の１人なものですから。

結果としてまずかったんであれば、まずいと

いう声が出なきゃならないわけであります。

ただ、現在概算要求の段階での事業仕分けで

ありますし、これが、予算の政府原案という

ふうになるまでは、年内に政府案ができると

いうことでございますが、まだ紆余曲折があ
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ろうかと思います。私は、コンクリートから

人へという、こういう政策は間違ってないと

思いますが、余りにも今までの自民党中心と

する政治のひずみがありすぎたと、これを一

気に変えていくということは文字どおり不可

能でありまして、中長期の展望で見守ってい

くということが必要かというふうに考えてい

ます。市長も新たな政権がどういう行財政、

地方自治制度を打ち立てるかということで勉

強なさったというお話も聞いておりますが、

ニセコ町長だった逢坂さんも、地域主権戦略

室のスタッフとして首相補佐官の位置づけで、

この政策に深くかかわるお立場になるわけで

ございます。地方の自主性ということが最も

求められる。自ら考え、自ら決めていく、そ

のための、やりやすい環境を国がつくってい

くと、一言で言えばそういう制度を改正した

いんだと。議員の数も決めてくださいと。全

体の上限抑制はいたしません。皆さん知恵を

出して、自分達のことを考えてほしい、こう

いうことが基本だというお話のようでござい

ます。しかし、現状では、この議会でも意見

書案がたくさん用意されております。今まで

出さなかったところからも出てくるようであ

ります。国、政府に対してあれもせ、これも

せという要望でございます。この辺、言うべ

きことはしっかり言うと、しかし、評価すべ

きものは評価すると、こういう考えでなきゃ

ならんと思いますが、市長、一言現政権に対

する評価、この３カ月あまりのものですが、

どのように感じておられるか、お答えいただ

けますか。 

行財政で、もう１点だけお尋ねしたいこと

がございます。これは、重点施策の考え方と

展開方向というところの部分とも共通項があ

るわけでございますが、平成２０年度の決算

で実質５，０００万を超える黒字になった。

財政健全化計画では、１億２，８００万円の

赤字がそのまま残るぞと、累積した赤字は解

消できないということだった。プラス、マイ

ナスすれば、１億８，０００万ぐらい乖離が

出たと。いい意味で乖離が出たと。さて、そ

れをどうするんですかと言いましたら、これ

は返すべきものを早く返すか、柔軟に年度間

の財政調整のための財政調整基金に積むかす

ると。健全化計画そのものは基本は変えませ

んと、こういうお話でした。職員の痛みも市

民に対する痛みも現下の状況は見直す考えは

ないというお話でした。私は、計画策定のと

きは、いいですか、７年間で４０億円足りな

いから、これも上げます、これも落とします。

職員の皆さん人件費だけで７割、２７億強の

人件費のしわ寄せを求めた。お金が足りない

から求めたと、こうきたんです。これからど

うなるかわからないけれども、じゃあ計画が

順調に行ったときはどうするんだと言ったら、

先ほど言ったような内容でした。これは、市

民の皆さんにお示しして、そして、全体の合

意になったかどうかは別にしても、議会もし

ょうがないだろうということで進めた計画で

ありますが、これらの進行管理は、やはり市

民の皆さんの統制が必要だということを以前

に申し上げたことがあるんです。つくったと

きは、さあ皆さんどうしますか、考えてくだ

さい。負担が伴うから、行政サービスの低下

が伴う、しかし、でき上がった後は進行管理

は私たち執行側でやらせていただきます。こ

れじゃ片手落ちではないかと。推進管理のあ
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り方について、私は、たくさんの皆さん方の

御意見を聞くということが大事だろうと。や

り方は幾らでもある。第三者の評価的なもの

を見る場合に、少人数だってできるわけであ

ります。一緒に考えていただくと、一緒に財

政健全化計画を継続していただくという立場

からも、市民統制が必要だろうと。推進管理

の市民統制について、この点、市長のお考え

をお答えをいただきたいと思います。 

●議長内馬場克康君 市長。 

●市長桜井道夫君 紫藤議員の質問に順次お

答えします。 

1点目は、ごみの関係でございますけども、

いろいろ環境基本計画等もつくるということ

で、今までコンサルという手法が一般的でご

ざいました。これについては、やはり地域の

実態にそぐわないという部分もございますし、

経費面でもいろいろ問題ございます。今ほど

言われましたように、やはり生活者の視点と

いうものをより入れるならば、やはり手作り

による職員の手によるものも、これ私は必要

かなと考えてございます。一部、環境の基礎

調査とかいろんなそういう専門的な分野があ

りますので、これらは、やはりコンサル等の

ものも出ますけども、基本的には、手づくり

というか、職員なり、市民の手によるものを、

これらについて、今後つくります環境審議会

で議論もしていただきながら、取り上げてま

いりたいと考えてございます。 

それから、「クリーンラーチ」につきまして

は、これは環境対策はもとより、産業雇用と

景気対策、まちづくりの推進という観点も含

めまして非常に私は地域活性を図る上で重要

なものだと認識してございます。しかも、美

唄市の知的財産である道立の美唄の試験場で

開発されたという事から、私もこれは積極的

に取り上げるような形で、今後検討してまい

りたいというふうに考えてございます。 

それから、ごみの関係のいろんな数値目標

など、これについては、当然市民の方に理解

していただくのがやっぱり一番でございます

ので、より分かりやすい設定となるよう、そ

れから、わかりやすい情報提供が出来るよう

努力してまいりたいと考えてございます。 

コンピュータ学校の件でございますけども、

これは、私としてはまさに国の方の方針が前

倒しという、一応私ども努力する中の計画を

出したわけですから、それが１年早く閉校を

するような方針が出されたと。これは私も理

不尽だと思ってございます。このため、機構

にいろいろかけあったわけでございますけど

も、機構そのものがなくなるという部分で、

やはり厚労省に行っていただくしかないと。

厚労省に行ったところ、閣議決定なんでどう

しようもないと、こういう流れなんです。こ

れに関しまして私は、やはり最終的に政治的

な決着しかないというようなで中で、政権が

変わりましてから、改めてお願いした部分で

ございますけれども、事業仕分け等の中で、

この雇用対策の見直しという中で、私は、今

まさに個人的に言えば時代に逆行するかなと

いう形なんですけども。雇用対策に充実する

という部分が、逆にこの部分が削られるとい

うか、そこは非常に残念な思いをしておりま

すけども、これらの事情で２校だけが新しい

機構には移るんですけども、それ以外の猶予

されてたところが、これも閉校するというよ

うな、そういう方針が出たということで、私
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どもは猶予よりももっと低い位置にあるもん

ですから、これは国による継続は非常に難し

いという判断してございます。このため、今

学園自ら継続してこの学校を存続させるため

にどうするかと。この方策を練っていたわけ

でございますけども、残念ながら過日の報道

等で閉校が決定されたようにあったもんです

から、全道的にその事が知らされたという事

で、ちょっと今のところ募集者が２０名程度

と。ただ、昨年もこの時期から６、７名が来

ています。だから、今の時点で２０名ですか

ら、これから６、７名昨年と同じく来るとす

れば、何とかこれをもう少し頑張れば、３０

名という収支ラインまで到達するのかなとい

う状況でございます。これに関しては、今ほ

ど学園の中でお聞きしますと、父兄の方に

色々お願いをしているとか、息子さんと直接

会われるとか、そんなことをやっているみた

いですけども、私は今の時代、親の言うこと

を聞く子どもはあまりいないということで、

お子さんに直接会うように今学園から書類を

送付して、まだ提出していない方が何名かい

ます。この方々に直接本人に会って、お願い

をするようにこれは学園の中で指示をしてご

ざいます。そういう努力をさらにすることで、

この今の雇用が悪化している状況下で、この

技術を習得して、そして、社会に活躍される

人材を育てるためには、私は、今、とにかく

生徒の募集をしっかり、さらにやるという方

針で、学園の中でも、これは意思統一した部

分でございます。これをすれば、何とか収支

ラインまで届くのかなという状況でございま

すんで、これについて今全力を挙げたいと考

えてございます。 

それから、コンピュータ等と更新の経費と

か、それから、今この建物を購入する費用、

これは、いろいろ今後検討して行かざるを得

ないんですけども、これは私としましては、

この学校そのものが雇用対策になるというこ

となもんですから、このコンピュータの費用

等を国が何らかの形で支援する方法も、これ

はあり得るんでないかという事で、どうして

も、国がこのコンピュータ学校を継続を認め

ないという、支援しないというんであれば、

この雇用対策という観点から何らかの制度が

ないかと。この辺りも、これから国と協議し

ながらお願いをする方法もあるじゃないかと。

ただ、いずれにしても、今３０名程度をなん

とか生徒を集めれば、これは、計画どおり実

行されるわけですから、このあたり、今全力

を挙げてまいりたいなと思っております。そ

れから、学生を集めるための方策として、私

ども今入学金の部分で支援をしてございます

けども、これの拡充等もこれから検討すべき

課題だと思っております。専修短大は、通学

に対する助成を行うというふうに聞いてござ

いますんで、このような方策も検討をせざる

を得ないのかなと。このコンピュータ学校に

ついては、大体が空知管内が多いわけですか

ら、市内はもとより空知から通って来ていた

だける方に、通学費的なものを助成する方法

も、このあたりも学園として考えながら市に

要望してまいりたいなと考えてございます。 

いずれにしても、このコンピュータ学校に

つきましては、私は、この必要性は非常にあ

るものと。今の時代、これから特に必要な学

校となるという観点からこの存続に向けて全

力を挙げて検討してまいりたいと考えてござ
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います。 

それから、政権交代の部分でございますけ

ども、これは、ちょっとこの間の講演会でお

話があったんですけども、実は事業仕分けと

いうものが今回ありまして、いろんな経費の

部分が明らかになったと。これについては、

国会の決算委員会、予算委員会で中身がほと

んど議論されてないっていうような実態らし

いです。これは、国会議員の方が言っている

わけですから、これは反省すべき点だと。だ

から、予算委員会、決算委員会で経費の内訳

等があまり議論されてなかったのが実態だと

承知してございます。こういうものが、やは

りオープンになったというか、明らかになっ

たという事で、こういう情報が国民に知らさ

れたということは、私は大きな評価をしてご

ざいます。こういうふうに税金等がどのよう

に使われていたのかということを、これから

オープンにしながら、より国民が参加できる、

そういう国政が行われるということに対して

は私は評価してございます。その一方で、あ

まりにも国税収入が落ち込むという中で、対

応に非常に苦慮されているのはわかるんです

けども、経費を切るだけの一方というんでは

なくて、やはり景気対策なり雇用対策という

ものも一方に示しながら、この事業仕分けも

並行して行っていただくという、このことを

ぜひお願いしたいなと。やはり、地方の声を

聞いていただく、このシステムがようやくで

きつつあるように聞いてますんで、やはり私

ども地方、それからいろいろな団体等の声も

聞いて頂いて、国政に反映していただきたい

なと、このことを願うものでございます。 

農家戸別所得補償等は全国一律な制度のた

めに、空知、特に減反等を行っていた南空知

は非常に影響が多いというふうに聞いてござ

いますんで、全国一律のものでなくて、やは

り地方に応じた修正も、手直しをしていただ

きながら、これは配慮していただきたいと、

この事を新しい政権には当然お願いをしてま

いりたいと、このように考えているとこでご

ざいます。地方が言うべき事はしっかり国政

に私どもは言ってまいる、そういう決意でご

ざいます。 

それから４点目の、財政健全化計画進行管

理でございますけども、以前、行政改革等の

計画をつくった時に、委員さんに進行管理も

お願いしたいということで進行管理もお願い

したと。これは計画をつくって進行管理もお

願いするというのは、これは私はあるべき姿

でないかなと思ってます。ただ今回、財政健

全化計画の策定が非常に期間が短かったとい

うことで、素案について、そういう委員さん

の立ち会いをして声を聞かなかったというよ

うなことはあります。いろんな各地区での市

民説明会等で、いろんな意見は反映したもの

の、そういう形で委員会を設置してやらなか

ったという部分はございますけども、私もこ

の進行管理は、これからも非常に大事なこと

だと思いますんで、財政健全化計画の進行管

理についての市民等の、言って見れば、その

進行管理を行っていただける、意見をいただ

ける委員会の設置については、これは今後検

討してまいりたいということで、この設置に

ついて、早急に結論を出してまいりたいと考

えてございます。 

以上でございます。 

●議長内馬場克康君 紫藤政則議員。 
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●１３番紫藤政則議員 １点だけお伺いした

いと思います。ＨＣＣのことですけれども、

ＨＣＣの今後の、どう進めるかということに

ついては、基本的な整理というのは既に行わ

れているようですが、課題の提示という部分

ではまだまだ不十分だと思います。先程申し

上げたことを繰り返して申し上げませんけれ

ども、どういう新たなリスクが出るか。その

リスクを回避するためにどういう手だてを講

じるのか。それ以前に今のこのコンピュータ

学校の必要性というのを、美唄の人全体が認

知をすると、こういうことが大事だろうと。

先ほど言いましたように、財政健全化計画の

中で新たな支出が伴うと、新たな負担が伴っ

てくるということがセットの、これは運営だ

という事もわかっていただいた上で進めなけ

ればならないということでございますんで、

ぜひ考えられるすべての要素というものを御

提示いただきたいことと、先ほどもちょっと

触れましたが、学校からいただいた資料です

ね、これ所管事務調査の資料ですけれども、

１６期生から２１期生までの部分、ここにず

っと出ておるんですが、１６期生が２９名、

１７期生３０、以下２７、１８、２３、３４

と。本年この学生が盛り返してきたという数

字になってますが、その中で美唄市は市の、

美唄市の市民の学生の数というのは、最大６

名、最も少ないのは２名、平均すると４名前

後というのが平均でございます。いま一度、

以前、この学校の生徒が集まらないといった

ときに、いろいろ言われたのは、田舎であそ

ぶとこないと。学生さんにしてみたら、学ぶ

環境、雰囲気からしてどうなんだろう、札幌

行けば大きな都会のきれいな校舎で遊ぶとこ

ろもあるし、それからアルバイトもできると。

少し高くても、学費が高くても、逆に学ぶ環

境とすれば都会の方がいいと。類似の学校が

あるとすればですね、そういうことだったん

ではないかというふうに私は記憶してるわけ

なんです。今こういう状況になって、先ほど

言った美唄の高校の卒業生が中心だと思うん

ですけれども、なぜ、地元の子どもさん方が

行かないんだろうかということを、いま一度

分析していただきたいんですよ。これは、進

路指導の学校の先生からのお話を聞くのもよ

ろしいでしょう。それから、実際今通ってお

られる学生さんの親御さん、お父さん、お母

さんのお話を聞くのもいいでしょう。手を打

つんであれば、有効な手を打たなきゃならん。

中途半端のことをして結果出ないっていった

ら、私はまずいと思う。この制度が国設から

実質的には市がこの資産を持ち、建物の所有

者となり、美唄市の設置をするという形にな

るとすれば、それなりの分析をした上でこう

すれば学生確保ができると、経営も安定する

というものをつくる意味でも、なぜなんだろ

うか、どうしたらいいんだろうかということ

を原点に返って改めて分析、検討していただ

きたいと思います。 

先ほど申し上げましたが、平成２０年の求

人数、２０７社から３，２８６人。これは、

平成１７年度と比較しますと、平成１７年は

１１５社、１，８３７人でありますから、５

００人からの急増してるわけであります。こ

の不景気の中。内容的には、情報サービスの

システム技術者、このウエートが高いようで

ございますが、３，２８６人の求人があって、

そこで、就職なさった方が９人です。この後
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の求職した後の足取りも確認をする必要があ

ると思いますよ。常任委員会で学校に行って

校長先生にお話をお聞きしたときは、その後

のいわばどういうふうになってるのか、把握

してないというお話でした。短期でおやめに

なって、例えば、その後、仕事をせずにつら

い思いをしてる人がいらっしゃるのかどうな

のか、こういう後のフォローも含めて。昔出

稼ぎ行った労働者に、毎年町長さんがその会

社にお邪魔をして、生活の状況を聞いて困っ

たことがないかということを訪ね歩いてると

いうことも聞いたことがございます。例とす

れば一致しないかもしれませんけれど。私は

そういったフォローも含めて、真剣にこの問

題を美唄の重要な課題として取り組むんです

よといったこと、今まで欠けていたこと、こ

のことも併せて頑張りますということを言う

べきだろうと。そんな取り組みも、ぜひして

いただいて、そういう合意がなければ、お金

の面だけ見て、今の状況だけ見たら、多くの

方は背負わん方いいと、国が撤退するときに

合わせて撤退した方が国のせいにできるんじ

ゃないのか。後は、古くなって解体するのは

国もやるんだし、１億０，３００万投げるか

どうかの話だけで、そこで済むと。働いてる

方の就職の問題もございますがね。人のせい

にできるということを言う方もいらっしゃる。

本当に維持できるんだろうかと、このままで

は維持できないだろうと。それを払拭する意

味でも、先ほど申し上げた点、今申し上げ点

含めてこうしたら生き返るということの合意

形成を図るためのリーダーシップをとってい

ただきたい。あまり時間は無いと思いますの

で、議会にも御提示いただきたいということ

を申し上げて、御所見があればお伺いして発

言を終りたいと思います。 

●議長内馬場克康君 市長。 

●市長桜井道夫君 紫藤議員の質問にお答え

します。このコンピュータ学校につきまして

は、私は、ほんとに優秀な人材を全国に送っ

てきてるという、実際ございます。ここの学

校の売りは私立でやってるところよりも３割

ぐらい学費が安いと。それから、就職状況が

いいと。国家資格等が非常に取得率が高いと

いう事で、私はこういう学校はこの不況下に

あって就職難にあって、私は今まで以上に評

価されてしかるべき存在だと思っております。

ここの部分を非常に強調していく中で、言わ

れるように市内の高校生が数あまり行ってな

いというような中で、入学の支援策を私ども

打ち出したわけでございますけども、これも

あまり有効でないというような状況となって

ございますんで、このあたりの分析をしっか

りしなきゃいけないなと考えてございます。

いずれにしても、今国からの存続というもの

が、なかなか難しい状況になるとすれば、こ

れは学園といっても、実質市が運営するに等

しいという状況でございますんで、とにかく

今は来年度の生徒を募集して、何とか新しい

赤字を出さないと、単年度収支が均衡取れる

ような形の生徒を集めて頑張らなきゃいけな

いと。それから、財産の購入等の問題もあり

ますから、これは国とまた再協議しますけど

も、できるだけ美唄市の負担にならないよう

な金額等で、これが購入をするんであれば、

当然財政健全化計画の見直しもしなきゃいけ

ないと、その中に盛り込まなきゃいけないと

いうことでございます。私ども、実質この学
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校を経営する部分のひとつ決断と責任がある

わけでございますんで、この学校が収支均衡

が取れるように、それから、魅力のある学園

にするため、これは全力を挙げて頑張ってま

いりたいと考えてございますんで御理解願い

ます。 

●議長内馬場克康君 次に移ります。 

１番、吉岡文子議員。 

●１番吉岡文子議員（登壇） ２００９年第

４回定例会に当たり、大綱２点について市長

教育長に質問いたします。 

初めに申し上げます。今月１２月という時

期は平和を考える上で、私たち日本国民に大

きな課題を与える月です。日本と世界に戦争

の大きな傷跡を残すことになった第二次世界

大戦の開戦の月だからです。そして６８年後

の今月、沖縄では基地撤去が厚い課題となっ

ています。言うまでもなく、普天間基地の撤

去問題です。住宅密集地にあり、世界一危険

な基地と言われている沖縄の普天間基地。１

３年前に日本への返還が合意されていながら、

いまだに危険な運用が続いています。８月の

総選挙で県外、国外移設が望ましいと明言し

ていた民主党鳩山政権ですが、それから今日

までの迷走は、今まさに基地撤去が政権の存

続そのものを揺るがしかねないほどの大きな

問題になっていると言っても過言ではないと

思います。普天間基地問題は、我が国の平和

と安全保障問題をするどく私たちに問いかけ

ています。来年は安保改定から５０年、今、

安保条約の検証が求められていると考えます。 

質問に入ります。大綱の１点目は、福祉行

政についてです。そのうちの１つは、高齢者

の安心な暮らしについてです。最近の調査で

すが、日本人の約９割が将来について何らか

の不安を抱えていると発表されました。ここ

では一般国民についての調査ですが、それが

高齢者ともなれば、将来に対する不安は若年

者に比較してさらに大きいものとなると感じ

ます。 

そこで、初めに、後期高齢者医療制度につ

いて伺います。制度の細部をお聞きする前に、

この制度についての市長の基本的姿勢につい

て伺います。言うまでもなく、政権交代の大

きな原動力となったのが、この制度の高齢者

を年齢で線引きして、差別医療を押し付ける

不条理に対する国民の大きな怒りでした。参

議院では、昨年の参議院議員選挙の結果を受

けて、廃止法案が野党４党提案で既に可決し

ています。今度は衆議院でというのが大方の

高齢者と国民の願いでした。しかし、現時点

では即廃止という方向ではなく、４年後に新

制度を創設するというのが新政権の姿勢です。

日本共産党は即廃止し、以前の老人保健制度

に戻すことを求めています。桜井市長として

は、これらについてどのようにお考えでしょ

うか。制度そのものについて、４点にわたり

質問いたします。 

１点目は、加入者数についてです。制度が

始まってから１年８カ月ですが、この間の加

入者の数はどう変化しましたでしょうか。 

２点目は、保険料負担についてです。保険

料はどれくらいになっていますか。また、管

内、他市との比較ではどのようになっていま

すでしょうか。制度上、保険料は２年ごとの

見直しをすると聞いています。また、国の段

階では１３％前後の引き上げとなるとも言わ

れています。今朝の北海道新聞にもこの問題



-  - 32

が取り上げられていました。北海道の広域連

合の保険料はどのようになっていくのかお伺

いいたします。 

３点目は、納入率についてです。制度上で

言えば、年金天引きになっている方は納入率

については１００％になるわけですから、こ

の場合は自身で納入される方が対象となると

考えます。老人保健制度時代には７５歳以上

の高齢者には短期証も資格証明書も交付対象

から除外されていたはずです。ところが、後

期高齢者医療制度になり、初めて滞納者には

短期証が発行され、高齢者に対して過酷とも

いうべき対応がされています。本市において

の状況はどのようになっているでしょうか。

また、滞納により短期証の対象となっている

方は、現在何人おられますでしょうか。 

４点目は、健診の受診についてです。後期

高齢者医療制度が差別医療制度であると言わ

れる理由にこの健診の問題があります。国保

のときには国保加入者には基本健診で自己負

担がありませんでしたが、後期高齢者医療制

度では自己負担が発生しています。制度前と

制度導入後の健診の受診者数の比較を伺いま

す。 

次に、後見人制度について伺います。高齢

化と核家族化が進み、独居の高齢者が増えて

います。社会生活全般は金銭授受を媒介とし

ていますから判断能力が弱まると、即、日々

の暮らしに不安がつきまといます。公共料金

や病院費用、税金などの滞納が生じれば不都

合が生まれます。私の周りにもそういった高

齢者の方がおられて、自分の将来についての

不安を訴えていらっしゃいます。そういった

際に、後見人制度があると聞いており、私も

後見人制度がありますということは説明して

おりますが、本市の後見人制度の状況につい

て、どのようになっているのかお伺いいたし

ます。 

次に、公共施設における禁煙の徹底につい

てお伺いいたします。まず初めに、本市の公

共施設の禁煙の状況についてお伺いいたしま

す。そして、続いて今後の禁煙の取り組みに

ついてお伺いしたいと思います。 

大綱の２点目は、環境行政についてお伺い

いたします。先ほども環境行政について同僚

議員の質問がありましたが、私はこの場合、

市内の各種イベントにおけるごみ処理の状況

についてお伺いいたします。市民の方から市

内で行われるイベントについて、イベントの

際に排出されるごみ、それについての質問が

寄せられています。私も常々疑問に感じた点

があります。北海道の短い夏を楽しもうとす

るお祭りは、市民にとってなくてはならない

ものとなっています。各種出店での飲食はお

祭りならではの楽しみもあります。しかしな

がら、祭りの飲食の際の後に出るごみには興

ざめしてしまうという経験のお持ちの方は、

私のほかにも大勢いらっしゃるはずです。そ

こで、市内のイベントにおけるごみ処理の現

状について、お伺いいたします。 

次に、今後の考え方について伺います。大

量生産、大量消費の時代はとっくに過去のも

のとなり、エコや環境に優しい暮らし方に大

きく方向転換しています。各種イベントにお

いてもその考え方が生かされていくべきでは

ないでしょうか。今後の考え方について、お

伺いいたします。 

以上、この場での質問を終わります。 
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●議長内馬場克康君 市長。 

●市長桜井道夫君（登壇） 吉岡議員の質問

にお答えします。 

初めに、福祉行政について、高齢者の安心

な暮らしについてでありますが、高齢化が進

み、高齢者人口と医療費が増え続けていく中、

国民皆保険を守りながら安心して医療を受け

られる仕組みを維持していくため、高齢者の

医療制度の見直しが必要となり、従来の老人

保健制度が抱えている問題点を解決するため、

後期高齢者医療制度が昨年スタートしました。

当初は制度の名称や年齢による区分、保険料

の徴収方法、患者負担のあり方など、制度が

複雑でわかりにくく、さらには、周知不足等

による戸惑いの声が寄せられたところであり

ます。現在は内容や取り扱いが改善され、運

営されているところですが、政権交代により、

平成２５年度の新制度移行のための検討が開

始されたところであります。 

私としましては、制度の見直しに当たり、

高齢者が安心して医療を受けられるよう、ま

た、負担が増えることのないよう市長会等を

通して要望していく考えでございます。 

次に、平成２０年４月、制度開始時点での

本市における被保険者数は４，５０２人で、

平成２１年３月末時点の被保険者数は４，５

５７人となっており、５５人、１．２％増加

しており、現在も増加傾向にあります。本市

の平成２１年度の１人当たり平均保険料額は、

本年９月の調べでは５万０，０９７円で、空

知管内支部においては２番目に低い額となっ

ております。また、来年度の保険料改定につ

きまして、国においては１人当たりの医療給

付費の伸びや算定期間の相違等の理由から、

額の増加が見込まれるとされており、保険料

上昇を抑制する方針が出されておりますが、

道広域連合においては、まだ具体的には示さ

れておりません。平成２０年度の普通徴収に

かかる本市の収納率は９７．２％となってお

り、保険料を滞納していることにより、被保

険者証の有効期間が６カ月となる短期証につ

きましては、道広域連合の実施要綱に基づき

取り扱っており、現時点における短期証対象

者は１０名となっております。 

健診につきましては、平成１９年度基本健

康診査における７５歳以上の受診者は２５３

人となっております。平成２０年度は健康診

査として、道広域連合の委託を受け実施した

結果、受診者は１６０人と減少しております

が、このことが有料化による影響かどうかに

ついては把握していないところであります。 

次に、後見人制度に関する美唄市の状況に

ついてでありますが、成年後見制度は、知的

障害や認知症など、精神上の障害により判断

能力が十分でない方が不利益をこうむらない

ように、財産管理や身体保護について支援を

することを目的として、平成１２年４月に導

入されました。制度導入以降、本市では平成

１２年度から美唄市社会福祉協議会がこの制

度に関する相談業務を行っており、また、平

成１８年度からは高齢者を包括的に支援する

ため、市に設置した地域包括支援センターで

も、日常における金銭、財産の管理に不安が

ある、悪質な訪問販売にだまされる心配があ

るなど、高齢者の制度利用に関する相談を受

け、必要な支援を行ってきております。平成

１８年度以降の成年後見制度に関する相談業

務について申し上げますと、社会福祉協議会



-  - 34

が６件、地域包括支援センターが９件となっ

ており、センターでの相談のうち１件が制度

利用の申し立てを行ったところであります。 

次に、市の公共施設における喫煙対策の状

況についてでありますが、主な公共施設につ

いて申し上げますと、施設内での分煙を行っ

ているのは市役所庁舎、恵風園、恵祥園、施

設内全面禁煙を行っているのは、各保育所、

保健センター。市立美唄病院については敷地

内全面禁煙としております。なお、分煙を実

施している施設につきましては、受動喫煙を

防止するための措置として、分煙器、換気扇

の設置や、喫煙室を設けるなどの対応をして

いるとこであります。 

市といたしましては健康増進法が施行され、

喫煙による健康への影響に対する社会的関心

が高まる中、本年１１月に美唄市医師会との

共催により、たばこの害に関する市民健康フ

ォーラムを開催するなど、禁煙の推進に努め

ているところであり、利用者や職員の健康を

守るという観点から、今後は市民の皆さんか

らこの御意見を十分お聞きしながら、公共施

設の禁煙について検討してまいりたいと考え

ております。 

次に、環境行政について、各種イベントに

おけるごみ処理についてでありますが、美唄

観光物産協会が主催する４つのイベントに伴

う排出ごみにつきましては、同協会から収集

の申し込みを受けて、特別塵芥処理を行って

います。平成２０年度の実績は、ごみ収集量

が４つのイベント全体で約１，５００キログ

ラムであり、ごみ処理手数料は、５万２，５

００円となっております。 

次に、イベントにおけるごみの今後の考え

方についてでありますが、これまで観光物産

協会では、ごみは持ち帰りを基本にイベント

会場に看板を立て周知を図ってきております

が、会場内や近くのコンビニ、商店のごみ箱

に捨てられているケースが多いと伺っており

ます。今後、観光物産協会と連携を図り、ご

みをできるだけ出さないイベントのあり方に

ついて、検討してまいりたいと考えておりま

す。 

私からは以上でございます。 

●議長内馬場克康君 教育長。 

●教育長板東知文君（登壇） 吉岡議員の質

問にお答えします。 

公共施設における禁煙対策の状況について

でありますが、教育関係の主な施設で申し上

げますと、施設内禁煙を行っているのは、図

書館、温水プール、総合体育館、体育センタ

ー、南美唄コミュニティセンターを含む学童

保育３施設、桜井邸、拓北・中村公民館分館、

アルテピアッツァ美唄、郷土史料館となって

おり、施設内分煙を行っているのは、市民会

館のみとなっているところでございます。 

また、幼稚園、小中学校につきましては、

施設及び敷地内全面禁煙としているのは、幼

稚園１園、中学校１校、施設内禁煙を行って

いるのは幼稚園２園、小学校２校、施設内分

煙を行っているのは小学校５校、中学校３校

となっております。 

今後におきましては、施設の性格を踏まえ

ると共に、児童生徒を初めとする利用者並び

に職員の健康を守るという観点から、受動喫

煙の防止対策をさらに推進してまいりたいと

考えております。 

以上でございます。 
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●議長内馬場克康君 吉岡文子議員。 

●１番吉岡文子議員 自席から何点か再質問

させていただきます。後期高齢者医療制度の

先ほどの納入率に関しましての短期証の発行

の問題ですが、私は、１０月１日現在１７件

ということで押さえておりましたが、ただい

まの市長の答弁では１０件ということだった

ので、１０月１日から今までの間に７件が何

らかの納税相談などで解決したのかなという

ふうに考えています。 

道内では短期証発行ゼロの市町村が全部で

６４市町村あると言われています。その中で

市の部分で見ますと、北見市が滞納者７３人、

苫小牧市が滞納者５４８人、江別市が滞納者

２１１人、三笠市が滞納者５７人、千歳市が

滞納者１１９人、歌志内市が滞納者２人、そ

れに対して、短期証発行がゼロだということ

が言われています。後期高齢者医療制度は広

域連合ですけれども、短期証の発行は市町村

の意見が反映されるというふうに伺っており

ます。市町村の意見ということは、つまり市

長の御意向が強く反映されていくのではない

かというふうに私は考えます。悪質な例を除

いては、本市において高齢者に短期証の発行

はするべきではない。ここの７件が本当に悪

質なのか、私はちょっと事情がわかりません

けれども、先ほどの市長のご答弁では、制度

の見直しに当たっても、高齢者が安心して医

療を受けられるようにするというのが前提だ

というふうになっておりますので、ぜひとも

ここのところ、発行をしないでいただきたい

なというふうに考えるんですけれども、まず

市長の考えを伺います。 

それと、健診制度ですけれども、導入前と

導入後の１年を比べただけでも、９３人受け

られていないということで、担当課の方では

それが有料化の影響かどうかわからないとい

うような話ですけれども、この数字を見て、

やはり私は有料化の影響が大きいのではない

かなというふうに感じています。病気という

のは、私が言うまでもなく早期発見、早期治

療が一番肝心だと思います。また、高齢にな

ればなるほど、体に異常が生じてくるのは当

然のことで、高齢者が将来に不安を感じるこ

となく、健診を受けて自分の体の健康を保っ

ていく、そのために健診においては、高齢者

の無料化を広域連合に対して、市長にはぜひ

積極的に働きかけていただきたいのと同時に、

道内の自治体の中には後期高齢者の健診に自

治体で補助をしているという例も聞いていま

す。美唄市として独自の補助などができない

のかどうか、市長の考えをお伺いいたします。 

それから、公共施設における禁煙の徹底で

すけれども、特に教育長にお伺いしたいんで

すけれども、道立高校では、既に施設内全面

禁煙が実施されると聞いています。今ほどの

教育長の御答弁では、非常に美唄市内の幼稚

園、小学校、中学校の教育施設において対応

がまちまちだという感じが強いです。 

私もたばこが体に有害だということは認識

はしておりましたけれども、最近の新聞記事

を読んで改めて認識不足を痛感いたしました。

ちょっと御紹介したいと思うんですけれども、

「たばこの問題が厄介なのは、吸う本人だけ

でなく、周囲にも類が及ぶ点です。時々たば

こを吸っている自分は健康なのに、吸わない

妻が肺がんになってしまったという人がいま

す。自分が吸わなくても、周りに吸う人がい
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ると肺がんの危険性は２０％から３０％も増

えると言われています。1 日１箱以上のたば

こを夫が吸う妻の場合、肺がんになる確率は

夫が吸わない妻の２倍以上とのデータもあり

ます。たばこについているフィルターには、

煙に含まれる発がん物質を取り除く働きがあ

ります。ところが、周囲の人はフィルターな

しで煙を吸い込みます。さらに悪いことには、

たばこの煙は温度が下がるほど発がん性が高

くなります。本人が吸い込む煙より、周りの

人が吸う煙の方が危険というわけです。家族

をがんにしたくないのであれば、たばこを直

ちにやめることをお進めします。」と、こうい

うふうにあります。 

幼稚園や小学校、中学校、教育現場におい

ての禁煙は喫緊の課題であり、道立高校同様

に敷地内全面禁煙とすべきだと私は考えてお

りますけれども、教育長のお考えをお伺いい

たします。 

次に、各種イベントにおけるごみ処理です

が、イベントには人が集まるために程度の差

はあるものの、ごみが発生するのは当然だと

感じます。しかしながら、私も認識不足であ

り、各種お祭りの中でごみの持ち帰りを徹底

したいという、その主催者の思いがなかなか

私自身に伝わってきていなかったなっていう

点は、非常に反省する点としてあります。ご

みの発生を減らすためには、ごみとなるもの

をできるだけ減らす、発生、抑制、使えるも

のは複数回使用する再使用、どうしてもごみ

となるものは資源として再利用、リサイクル

します。また、これら以外のものについては、

適正に処分を行うべきだというのが基本だと

考えています。 

私は、ここで１つの例として市長さんに御

紹介したい例があるんですけれども、札幌市

では環境行政の中で再利用が可能な食器の使

用を呼びかけ、軽自動車を改造して食器洗い

機を備え、「洗える号」という呼び名で市民に

貸し出しも行っているという報道がありまし

た。これが絶対ではないと思うんですけれど

も、１つ同じ立場なのは、美唄市において、

ごみの排出を減らし、最終処分場の延命を図

ること。これは、市民どなたでも共通の認識

にできると思います。今のままで大量消費で

は決していいわけではないのですから、イベ

ントの関係者との協議なので、考え方を整理

していく努力をすべきではないかと考えます

けれども、市長のお考えをお伺いいたします。 

●議長内馬場克康君 市長。 

●市長桜井道夫君 吉岡議員の質問にお答え

します。 

まず初めに、短期証についてでありますが、

今、他市の状況等もわかったわけでございま

すけども、私としても高齢者という立場を十

分考えて、この短期証については慎重に交付

するよう、広域連合とも私ども意見を述べた

いと、そういう考え方で短期証の発行につい

て対応してまいりたいと考えてございます。 

それから、健診についてでありますが、保

険者である道広域連合において、健診費用に

ついては自己負担額１割に相当する額を控除

した額が委託単価とされていることから、こ

れに合わせた金額徴収を行なってきたところ

でございます。今後は、受診率向上につなが

るような方策の検討や啓発に努めてまいりた

いと考えてございます。 

次に、イベントにおけるごみ処理について
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でありますが、イベントごみは持ち帰りをお

願いしているものの、会場周辺のごみ箱付近

に積まれていたり、公園の植え込みに投げ込

まれていたり、なかなかマナーが守られてい

ない現状にあります。このため、市といたし

ましては、ごみの分別やリサイクルに向け、

どのような方法が実施可能か、今ほどありま

した他市の例も参考にしながら、美唄観光物

産協会などと検討してまいりたいと考えてお

ります。 

私からは以上でございます。 

●議長内馬場克康君 教育長。 

●教育長板東知文君 吉岡議員の質問にお答

えします。 

公共施設における禁煙対策についてであり

ますが、受動喫煙の防止を求める健康増進法

においては、多数のものが利用する施設を管

理するものは、これらを利用する者について

受動喫煙を防止するために必要な措置を講ず

るよう努めなければならないと定めておりま

す。健康増進法が施行され、喫煙による健康

の影響に対する関心が高まる中、小学校低学

年から喫煙の害について教育し、正しい知識

を身につけさせることは、重要な意味を持っ

ているものと考えております。 

敷地内全面禁煙の実施につきましては、本

年９月美唄市医師会から学校敷地内の全面禁

煙や、禁煙教育の実施などについて要請を受

けたところでもあり、学校等の教育施設の性

格に照らし、教育上の背理は受動喫煙対策を

講じることが必要との観点から、今後さらに

検討をつけてまいりたいと考えております。  

私からは以上でございます。 

●議長内馬場克康君 午後１時まで休憩いた

します。 

 

正午１２時 ６分 休憩 

正午１２時５９分 開議 

 

●議長内馬場克康夫君  休憩前に引き続き

会議を開きます。 

一般質問を続けます。 

１５番、谷村孝一議員。 

●１５番谷村孝一議員（登壇） 平成２１年

第４回定例会に当たり、私は大綱２点につい

て市長にお伺いをいたします。 

その１点目は、平成２１年度冷湿害による

農業被害についてであります。本年は、６月

の低気圧や気圧の谷の影響を受け、低温、多

雨、日照不足により、特に７月の降水量は平

年の３倍となり、観測史上最高の記録で推移

いたしました。このために水稲の登熟不良や

小麦の穂発芽の多発により、品質・収量とも

に大きな被害となり、管内の作況指数も８９

となり、１９９３年に次ぐ大冷害となった訳

で、管内の被害状況は、水稲が４万４，５６

１ヘクタール、金額で６６億２，６００万円

となっており、麦については１万２，９８４

ヘクタールで３４億５，４００万円、そばが

５，８７０ヘクタールで５億１，２００万円、

大豆が４，２５６ヘクタールで５億７，８０

０万円と、被害総額は１１５億６，３００万

円と伺っておりますが、以下、本市の被害状

況についてお伺いをいたします。 

１つ目として、作物別の作付面積、そして

作物別の収量と被害率。これらの状況を踏ま

えて、既に道、空知、美唄とそれぞれ冷湿害

対策本部の設置をされておるとお聞きしてお
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りますが、３として、それぞれの設置時期、

参加団体とそれぞれの対策の主な中身につい

てお伺いいたします。いずれにしても、過去

１０年では２００３年の１５４億円に次ぐ被

害額であります。明年への再生産と経営の安

定のために今後とも諸対策充実を強く望むも

のであります。 

次に大綱の２点目は、平成２２年度予算編

成に当たってお伺いをいたします。今年８月

３０日に行われた第４５回衆議院議員選挙に

おいて全国的な流れの中でありますが、地す

べり的な大敗により長年続いた自民党政権に

変わり、民主党を中心とする政権交代が行わ

れた訳であります。今まさに国のあり方、シ

ステムの構築のために政権運営３カ月余りで、

陳情のあり方であるとか、事業の見直し予算

の凍結、削減等が果敢に行われております。

ある意味で地方は変革のスピードに困惑し、

加えて間もなく始まるそれぞれの自治体の２

２年度予算編成に当たり、不確定要素が多い

中、大変苦慮されていることと思います。今

回の行政刷新会議の事業仕分けにより、いろ

いろな面で影響があると思われますが、本市

に影響する関係につきましては、先程同僚議

員からの質問でわかりましたので割愛をさせ

ていただきますが、議長の方でお取り計らい

をお願いいたします。 

地方分権推進に当たり、勧告では税源移譲

が強く求められておりますが、総務省と財務

省の認識の相違から、いまだ流動的要素があ

りますが、現時点での交付税を含めた依存財

源の見通しについてお伺いいたします。 

今、本市の場合、２１年から始まっており

ます財政健全化、いわゆる７年計画でありま

すが、現在の不安要素の中で歳入不足があっ

た場合、見直し修正はあり得るのかどうかも

お聞きをいたします。 

次に、公共事業の推進でありますが、今、

政権が変わり、特に公共事業のあり方につい

ては、箱ものから改修整備が中心と聞いてお

り、今度の国の２次補正の中でもそのことが

強調されておりまして、身近な公共事業とい

うことで予算の上積みもされたように聞いて

おります。そういう中にあって、本市の場合、

道路、橋、河川などがありますが、特にこの

場合、橋についてお伺いをいたしますが、本

市の管理している総橋数と、耐震も含めた補

修に必要な数を教えをいただきたいと思いま

す。 

以上、この場からの質問を終わります。 

●議長内馬場克康君 ただいま谷村議員の発

言にありました質問項目の取り下げにつきま

しては、議長において措置いたします。 

市長。 

●市長桜井道夫君（登壇） 谷村議員の質問

にお答えします。 

初めに、平成２１年度冷湿害による農業被

害について、対策本部の設置状況についてで

ありますが、北海道及び空知支庁ではいずれ

も９月１８日付で平成２１年北海道冷湿害等

農業対策本部及び平成２１年度天候不順に係

る空知支庁農業対策本部を設置しており、道

の対策本部は農政部長が本部長となり、関係

課長職以上と中央農業試験場長とで構成され

ております。また、空知支庁の対策本部は支

庁長が本部長となり、関係部課長と中央農業

試験場、花・野菜技術センター及び空知農業

改良普及センター職員により構成されており
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ます。本市におきましては、１０月１９日付

で私が本部長となり、美唄市農業委員会、美

唄市農業協同組合、峰延農業協同組合、いわ

みざわ農業協同組合、美唄市農民協議会、峰

延農民協議会、空知中央農業共済組合、空知

農業改良普及センター、北海土地改良区及び

北海道農政事務所の代表者により構成する平

成２１年天候不順に係る美唄市農業対策本部

を設置したところです。 

次に、今年度の冷湿害対策の内容について

でありますが、道は農協等が融資する災害対

応資金について市町村が利子補給を行う場合

に、その一部を助成する金融対策や、越冬用

飼料作物の確保対策事業、農業用排水路の除

去に係る雇用創出事業を実施することとして

おります。本市におきましては、被害を受け

た農業者が農協から融資を受ける災害対応資

金の利子助成を行い、被害農業者の負担軽減

を図る農業経営資金利子助成事業と次年度の

水稲生産の安定的継続と農業経営の維持安定

を図るため、水稲優良種子確保事業を本議会

に補正予算として提案させていただいたとこ

ろでございます。 

次に、平成２２年度予算編成について、依

存財源の見通しについてでありますが、現時

点で地方交付税制度の見直しの方向や、平成

２２年度税制改正の状況が明らかになってい

ないことから、見通しはまだはっきりしませ

んが、ガソリン税などの暫定税率が全廃され

ますと、自動車重量譲与税等の減収が見込ま

れるなど、大きな影響が出るものと見込んで

おります。 

また、地方交付税については、事業仕分け

において抜本的な見直しとなったことから、

今後の動向を十分に見きわめ、地方の行財政

運営に支障が生じないよう、必要に応じ財源

の確保について市長会や道などと連携して要

望してまいります。 

いずれにしましても、市としては今後決定

される税制改正大綱や、地方財政対策を踏ま

え、的確な財政収支見通しを立て、行財政運

営を図ってまいりたいと考えております。 

次に、財政健全化計画の見直し・修正につ

いてでありますが、財政健全化計画について

は毎年度見直すこととしており、平成２０年

度決算を踏まえた見直しについて本年度中に

行うこととしています。 

なお、平成２１年度実施予定の行財政改革

の具体的項目については、全項目、ほぼ計画

どおり実施したほか、平成２２年度について

も計画内容に沿って実施する予定であります。

今回の見直しについては地方交付税を初めと

して、大きな制度変更の可能性がある事から、

財政推計については、地方財政対策等の内容

も踏まえ、見直してまいりたいと考えており

ます。 

次に、公共事業の推進と補修工事、特に橋

についてでありますが、本市の橋の総数につ

きましては、永久橋２１３橋、ボックスカル

バート橋４６橋、木橋１１橋、合計２７０橋

となっております。このうち、平成７年の阪

神淡路大震災を契機に平成８年１２月に道路

橋の耐震設計基準が改正され、改正後に設計

架設されたものが１３橋となっており、その

他２５７橋の中には耐震補強や補修・改修を

必要とする橋もあります。このため、老朽化

して補修の必要がある橋については、国の２

次補正の追加経済対策の内容を見きわめ、補
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修の実施について検討してまいりたいと考え

ております。 

なお、主な作物別の作付面積について、天

候不順による被害状況につきましては、農政

部長から答弁させていただきます。 

私からは以上でございます。 

●議長内馬場克康君 農政部長。 

●農政部長林信孝君 作物別作付面積につい

てと、作物別収量と被害状況については、私

から答弁をさせていただきます。 

初めに、主な作物別作付面積についてであ

りますが、水稲が４，４８０ヘクタール、小

麦２，３８２ヘクタール、大豆８９６ヘクタ

ール、そば１６９ヘクタール、グリーンアス

パラガス５８ヘクタールなどとなっておりま

す。 

次に、天候不順による被害状況についてで

ありますが、１０月１日を基準日として全道

的に実施しました農業被害調査の結果、水稲

が基準生産量２万５，０８８トンに対して、

被害減収量５，６３９トン、減収被害率２２．

５％で、被害見込み額が１０億３，０００万

円、小麦が基準生産量９，６４７トンに対し

て、被害減収量３，９９３トン、減収被害率

４１．４％で、被害見込み額は４億４，００

０万円、大豆が基準生産量２，２８５トンに

対して、被害減収量４６４トン、減収被害率

２０．３％で、被害見込額は９，０００万円

となったほか、そば、グリーンアスパラガス、

ハスカップ、ズッキーニにも被害があり、本

市の被害見込み総額は１６億５，０００万円

となったところであります。 

以上でございます。 

●議長内馬場克康君 谷村孝一議員。 

●１５番谷村孝一議員 この場から何点か再

質問をさせていただきます。 

まず、最初の冷湿害対策の関係でございま

すが、今ほどの報告の中でそれぞれ道、空知、

美唄と対策本部ができておりまして、種々の

対策項目がありました。中でも美唄市独自の

対策が今次定例会にも提案されておりますよ

うに、この後補正予算で細かい中身について

は明らかになると思いますが、この美唄の独

自対策２つについても決定してきた経緯です

ね。経緯と、それから、当然、種子確保事業、

それから、利子補給事業にしても、ベースに

なる数字が必要でありますが、この数字とい

うのは、いわゆる３つの農協がメンバーの中

に入ってると思いますが、十分農協とのすり

合わせを行った後の数字かどうか。その辺の

経緯をお聞かせいただきたいと思います。 

それから、今後の公共事業の関係でござい

ますが、先程の報告を見ますと、いまだ２百

何カ所の必要性があるという箇所数が示され

ておりますが、当然、来年度の国の予算にか

かわっても、今回の２次補正にかかわっても、

身近な公共事業というのは全面に出ておりま

して、当然、修理やら補修・改修が中心にな

ってくるというふうに認識をいたしておりま

すが、ただいまの報告からいって、当然、本

市におきましても、この橋の関係については、

それぞれ、逐次計画を立てて改修しなければ

ならないのでないかというふうに考えており

ますが、今まさにまちづくりの総合計画の策

定中でありますから、当然、突発的にはでき

ないわけですから、計画のもとに、どうぞ、

この計画の中にも盛り込んでいただいて、計

画的に推進をしていただきたいというふうに



-  - 41

思います。 

それから、政権がかわって非常に困惑をし

ているだろうなという考え方があるわけです

が、例えば、陳情１つにとっても今度は小沢

さんを通らなきゃだめだという形になったよ

うでありまして、そこを通るには、それぞれ

の県連の取りまとめたものでないとだめだと、

こういう話も聞こえてくるわけですが、今ま

では、ややもすると首長が直接省庁に出向い

て行って、陳情要請をしてきたという経緯も

あって、今後はそういうものが全くシャット

アウトされるという中で、民主党の方へそれ

は挙げていかなきゃならない、こういう１つ

の形になるようでありますから、これらにつ

いて当然、大枠の課題については、市長会な

り道なりも通じての物言いがあるわけですが、

本市の独自の課題解決のために、今後どうい

ったパイプで、どんな話を持っていくのか、

市長自身そういったパイプづくりに苦労して

るんだろうと思いますが、今の段階でどんな

ふうに考えているかも併せてお聞きをいたし

たいと思います。 

●議長内馬場克康君 市長。 

●市長桜井道夫君 谷村議員の質問にお答え

します。 

初めに、本市の被害状況でございますが、

農作物の被害が、先ほど申し上げましたよう

に、１６億５，０００万円にも及んでおると

いうことで、平成１５年の低温による農業被

害を上回る額となったところでございます。

このようなことから、庁内に農業対策庁内連

絡会を設置したほか、関係機関、団体で構成

する農業対策本部を設置して、今後の対策等

について検討を行い、その結果をもとに共済

金の早期支払い、災害資金の融通及び制度資

金の償還の猶予など、金融対策の実施、優良

種子の確保など、次年度の営農対策の実施に

ついて道農政部長と空地支庁へ要望したとこ

ろであります。 

また、本市の被害状況に照らして各農協と

も十分協議した結果、本市独自対策として金

融対策の農業経営資金利子助成事業と次年度

営農対策の水稲優良種子確保事業を今議会に

提案させていただいているところであります。 

次に、橋の耐震補強などについてでありま

すが、耐震補強や補修・改修の必要があるも

のについては、今後、点検調査した上で、次

期総合計画への登載について検討してまいり

たいと考えております。 

また、陳情につきましては、新しい陳情シ

ステムが今示された状況でございまして、こ

れについて、私どもこの確認等を今行ってい

るとこでございます。基本的には県・道の部

分で整備をして、幹事長室へ提案され、それ

が審査されて採択されたものは政府に行くと。

そのルートと別に、各国会議員個々の部分で

整理したものが幹事長室に行って、それが、

検討されるという分もあるというふうに承知

してございます。私ども、今まで色んな陳情

を行っておりましたけれども、その陳情は、

そういう形で様々な方式で、今後も新しい仕

組みのもとに行っていかないといけないと。

ただ、その一方、地域主権という中で地域自

らもどのような行政にするべきかということ

を考えていかないとだめだと、この両方向か

らこれからのまちづくりを進めなければいけ

ないと思っておりますけども、市町村の独自

の事情等について、今後どこまで要望できる



-  - 42

のかと、このあたりもこれはいろいろ、これ

からいろんな協議もされるやに聞いてござい

ますんで、北海道の市長会とも連携して、個

別な陳情についてどう取り扱われるか、この

辺りをともに考えるような状況がありますの

で、それについて、私ども声を上げていきた

いと思っております。 

以上でございます。 

●議長内馬場克康君 次に移ります。 

５番、高橋幹夫議員。 

●５番高橋幹夫議員（登壇） 平成２１年第

４回定例会において大綱３点を市長並びに教

育長にお尋ねいたします。 

まず１点目は、地域経済についてお尋ねい

たします。 

その１つ目は、景気動向の認識についてで

あります。北海道経済産業局の調べでは、最

近の北海道の経済の動向として、個人消費に

一部に明るさが見られるものの、全体として

は弱い動き。公共工事は堅調、住宅建設、民

間設備投資は大幅に減少、観光は低調、生活

動向は持ち直しの動き、企業倒産数は件数、

負債とも減少していると示され、全体として

は管内経済は低迷しているものの、一部に持

ち直しの動きが見られると公表されました。

なお、先行きについては、国内外の経済情勢

に引き続き留意する必要があるとされており

ます。 

また、日本の経済を見ますと、政権が交代

し、期待感はあったものの、世界的な景気後

退のあおりを受け、さらに円高、株安、失業

者の増大、雇用不安など、さまざまな要因に

より閉塞感が漂っているようにも感じられる

ところでございます。美唄市においては、さ

らに厳しい状況であり、冷害による農作物の

被害の増大、公共事業の縮小、失業者やワー

キングプアの増大、民間企業のリストラなど

によって経済不安が一層高まっていると感じ

るところであります。そこで、市長はこの厳

しい経済界の現状を踏まえ、国、道、美唄市

の景気動向について、どのような認識を持っ

ているかお伺いいたします。 

その２つ目は、産業による地域の活性化に

ついて何点かお伺いいたします。初めに、市

長は就任より地域の活性化のために、地域資

源や特産品を生かした食にこだわったまちづ

くりを実践されてきました。そこで市長が考

える食にこだわったまちづくり構想において、

今までどのように検証し、成果があったのか

と認識されているのかお伺いいたします。 

次に、食にこだわったまちづくりを進める

ためには、売れる商品づくりをすることによ

り、関係者が連携を図り、持続可能な経営が

できることが重要と考えます。美唄市にはお

米やアスパラなどを初めとした素晴らしい農

作物が多数あり、多くの人々に認知され、リ

ピーターも年々増えていることも承知してお

ります。そこで、さらに特産品の販売力を高

めるための行政の役割として、特色のある施

策が必要かと考えますが、市長としての見解

をお伺いいたします。 

次に、特産品の製造販売についてですが、

生産品や加工業者といった関係者からは、「幾

らよいものをつくってもこの不況の中におい

ては、低価格競争が激化する一方で、収益性

が上がらず、経営も厳しさを増すばかりで

す。」と、よく聞くことがあります。このこと

は、緻密なマーケティングを行い、消費者ニ
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ーズを的確に捉え、商品に高付加価値をつけ

た特色ある商品づくりをすることで解決する

はずなのですが、現実的には容易なことでは

なく、成功している事例もごくわずかという

のが実態でございます。 

しかし、本市においては既に農作物の高付

加価値化を目指す協議会が発足されるなど、

先駆的に取り組まれた経緯もあり、現在もＪ

Ａ女性部のつくる味噌や峰延の女性グループ

がつくる大豆加工品、地域の青年経済人が開

発中のハスカップ飲料水や、地場産品を使っ

たおにぎり、消費者協会などが行う安心・安

全な食品づくりといったさまざまな個人や団

体が特産づくりに積極的に取り組んでいると

ころであります。今後も食にこだわったまち

づくりを推進し、地域の活性化を図っていく

ためにも、特産品づくりに取り組む関係者ら

の取り組みを側面から支援する制度をさらに

拡充し、応援する必要があると考えますが、

市長の見解をお伺いいたします。 

その３つ目は、産業振興計画についてお伺

いいたします。このことは、平成２１年第２

回の定例会においても伺った件ではございま

すが、今年度から策定作業を開始した第６期

美唄市総合計画との整合性に留意しながら策

定に向けて具体的に検討していく。との答弁

をいただいております。市がこの計画の重要

性を認識していただいたことは、今後の地域

経済の発展の大きな礎石になると考えます。

このことは、地域経済界からも一刻も早い策

定実現に向けた期待を寄せられているところ

でありますので、現段階での具体的な検討内

容と進捗状況をお聞かせください。 

その４つ目は、市内の公共事業についてで

あります。今年の衆議院選挙において、民主

党の圧勝で政権交代がなされ、そのマニフェ

ストには公共事業の削減を示すくだりがうた

われており、つい先日も、新聞に国道１２号

線における拡幅事業の凍結対象と報じられ、

関係者や関係業界に大きな衝撃が走ったとこ

ろでございます。 

そこで、この政権の仕分け作業により公共

事業が廃止・凍結・見直しがなされる中で、

多くの自治体は影響を受け、混乱をしている

状況でありますが、先ほど来の同僚議員の質

問にもあった通り、美唄市の現状を視点を変

えてお伺いいたします。また、今後の見通し

についてもどのようにとらえているのか、お

伺いいたします。 

次に、美唄市の公共事業の入札についてで

すが、国ではコンクリートから人へと公共事

業の考え方も、今までの政権から大きく変化

しようとしております。美唄市においては、

公共事業を中心とした業者も少なくなく、事

業削減による影響を受けた場合、地域経済に

とっても大きな打撃を受けることが懸念され

るところでございます。 

そこで、自治体は地域独自の公共事業を充

実することで、企業の存続、発展を促すこと

が可能と考えますが、美唄市の財政状況をか

んがみたとき、独自の公共作業の執行も厳し

い状況があり、豪雪地帯には不可欠な除雪事

業や、施設の延命を促す一般最終処分場法面

保護事業などが市が積算した見積もりよりも

低価格だったため、円滑な執行ができなかっ

たり、入札の不調に終わるなどといった状況

を聞き及んでいるところでございます。今後

もこのような事態が頻繁に発生するとしたら、
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地域経済にも大きな影響を及ぼし、地域業者

とのお互いの信頼関係も損なわれ、市民サー

ビスの低下につながっていくことと危惧しま

すが、美唄としての公共事業の発注のあり方

について市長の考え方をお聞かせください。 

次に、プライベート・ファイナンス・イニ

シアチブ、ＰＦＩ制度についてですが、以前

にも一般質問において、教育行政の教員住宅

のときにも若干触れましたが、これは道路、

橋、学校や役場庁舎、公園、病院などといっ

た公共施設の建設や運営を資金調達も含め、

民間事業にゆだねることで、公共事業のコス

トを削減する手法でございます。一番の目的

は事業に係る負担を民間業者に担ってもらい、

民間の経営感覚を活用し、効率的でコストと

品質のバランスの取れた公共サービスを提供

することと言われております。 

道内でも留辺蘂の廃棄物処分場や夕張の浄

水場の建て替え事業などを始め、この手法を

取り入れた自治体もかなり増えてきておりま

す。今後、美唄市における公共事業を考えた

とき、民間の創意工夫を生かした質が高く効

率的な事業として有効な手段と考えますが、

市長の見解をお伺いいたします。 

大綱２点目は、安心・安全なまちづくりに

ついてお伺いいたします。 

その１つ目は、美唄市の防犯・防災につい

てであります。最近の国内の報道を見ますと、

卑劣で残忍な犯罪や悲惨な事故、犯罪者の高

齢化や少年犯罪の増加など、犯罪・事故の内

容も多岐にわたり、複雑化かつ巧妙化してい

るように受けとめられます。また、道内につ

いて見ますと、刑法犯、認知件数は減少傾向

にあると聞き及んでおりますが、依然として

高い水準にあると危機感を募らせているとこ

ろでございます。そんな中において市民が身

近に不安を感じるひったくりやコンビニ強盗

などの発生が頻繁に報道され、振り込み詐欺

などは社会問題化している現状にあります。 

そこで、幾つか質問させていただきますが、

初めに、市長にお伺いいたします。市内にお

ける事件・事故の発生状況についてはどのよ

うになっているのか、直近の状況をお聞かせ

ください。 

次に、犯罪・事故のないまちづくりについ

てお伺いいたします。将来のまちづくりをど

のように進めるかを方向づける重要な計画と

して、美唄市は２１世紀まちづくりプランを

策定し、計画を実行しているところですが、

安心で安全な地域づくりは市民の生命と財産

を守るという観点から、特に重要な方策と考

えます。今後の総合計画において、どのよう

な認識を持たれ、反映されようとしているの

か、市長の見解をお聞かせください。 

次に、安心・安全なまちづくりの実現のた

めの取り組みについて、市長並びに教育長に

お伺いいたします。市民が安心・安全な暮ら

しができ、生命と財産を守る観点から、また、

子どもたちの安心・安全を確保し、健やかな

育成を図るためにも警察や防犯・防追・交通

等の地域安全関係団体のほか、ＰＴＡや教育

関係団体、金融機関防犯連絡協議会、コンビ

ニエンスストア防犯協議会などといった関係

団体との協働がさらに重要になってくると考

えますが、実現のための取り組みと連携につ

いて、美唄市の現状をお伺いいたします。 

その２つ目は危機管理の体制について、市

長並びに教育長にお伺いいたします。 
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初めに、犯罪・事故の防止についてであり

ますが、美唄市は市民の身体・生命及び暮ら

しの安全を確保すると共に、緊急時に総合的

かつ機能的な行動が図れるよう、危機管理マ

ニュアルを整備して体制の確立に努めなけれ

ばならないと考えます。 

また、学校に関しては、各学校で対応が異

なることのないような対策が必要と考えます。

特に重大な犯罪や災害が起きたときの情報の

収集や提供、関係機関との連絡調整が重要と

なり、庁内においても、各部局ごとに適切な

情報を共有し、危機管理に努めることが重要

と考えます。日ごろより職員や市民の危機管

理を高めていくことは、災害や犯罪発生時に

適切な行動がとられ、けがや急病の最悪の事

態を回避することで早期回復につなげ、２次

的災害に巻き込まれない結果につながると考

えますが、御見解をお伺いいたします。 

次に、危機管理における情報の伝達につい

てでありますが、災害や事件・事故が発生し

たときの市民への情報の提供は、２次的な災

害や犯罪を防ぐためにも重要なことと考えま

す。そこで、現在、美唄市の危機管理におけ

る情報の提供について一般市民や教育現場に

おいてはどのような体制になっているのか、

お伺いいたします。 

大綱３点目は、教育行政について教育長に

お伺いいたします。 

その１つ目は、全国学力テストについてで

あります。これは現在、国が全国的な義務教

育の機会均等とその水準の維持の向上の観点

から、各地域における児童生徒の学力や学習

状況をきめ細かく把握、分析することにより、

教育及び教育施設の成果と課題を検証し、児

童生徒への教育指導や学習状況、その改善を

図ることを目的として行われております。そ

こで、美唄市においても、その調査結果が出

されたように聞き及んでおりますが、どのよ

うに検証されているのかお伺いいたします。 

次に、今年度からは各市町村教育委員会ご

とに自らのまちの成績が、全道ではどのあた

りに位置づけられているのか理解できるよう

な形で示されましたが、これを保護者に周知

し、学校と一体となった取り組みに役立てる

など、有効に活用することが重要と考えます

が、見解をお伺いいたします。 

また、川端文部科学大臣は、来年度は調査

方法が従来の悉皆方法から抽出方法に変更す

ると示しましたが、全国学力テスト対象校以

外にも参加を希望する学校があれば、試験問

題を配布すると言われており、今後このよう

な対応をどのように考えているのか、最後に

御質問して、この場からの質問を終らせてい

ただきます。 

●議長内馬場克康君 市長。 

●市長桜井道夫君（登壇） 高橋議員の質問

にお答えします。 

初めに、地域経済について景気動向の認識

についてでありますが、市では市内の事業者

における経営状況及び設備投資状況などを把

握し、今後の商工業行政の基礎資料とするこ

とを目的に、毎年、経営設備動向調査を実施

しております。本年度については、市内の事

業所のうち４００カ所を抽出し、１２月１日

から１８日までの期間を定め調査を進めてい

るところでございます。現在までに回答のあ

りました１１６社の範囲で申し上げますと、

売上高では前年期と比較して６０％が減少、
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横ばいが２５％、増加は１０％となっており

ます。また、経常利益では６４％が減少、横

ばいが２６％、増加は８％、資金繰りに関す

る質問では４８％が悪化、変わらないが４

６％、好転は２％。今後の景気状況の見通し

に関する質問では、７０％が悪化、横ばいが

２４％、好転は１％となっております。昨年

の調査結果と比較しましても、本年度は、各

質問項目すべてにおいて減少または悪化との

回答が増加しており、市内における各事業所

の経営は一段と厳しさを増してきているもの

と認識しているところでございます。 

次に、産業による地域の活性化についてで

ありますが、市内事業者や団体等と連携しな

がら、現在地場産品アンテナショップや、農

産物高付加価値化推進事業など、食にこだわ

ったまちづくりの推進に取り組んでいるとこ

ろであります。これらの事業の評価・検証に

ついては、市民や関係団体等で構成する市民

検討組織において実施する考えであり、この

組織の設置に向けて準備を進めているところ

であります。今後は、この組織を中心に事業

の評価・検証はもとより、効果的な事業展開

のあり方を検討するなど、事業の効率的な推

進に努めてまいります。 

本市には、米やアスパラなどの農産物やそ

の加工品、やきとり、とりめし、ハスカップ

ワインなど数多くの特産品がありますが、売

れる商品としていくためには、市場調査や販

路開拓に向けた宣伝活動などについて、市と

しても支援していくことが重要と考えており

ます。このため、市といたしましては札幌の

オータムフェスタや、都庁での物産販売を始

めとした市外で開催されるイベントへの出店、

また、本年７月に開設したアンテナショップ

やネットショッピング事業を活用し、特産品

を幅広く周知宣伝すると共に、現在特産品の

知名度の向上を図り、販路の拡大につなげる

ため地域ブランド化の検討も行っているとこ

ろであります。 

また、本市の農業を生かし、農商工連携に

よる新商品の開発や販路拡大の促進に向けて、

国や道の支援制度の活用を図るための中小企

業施策等説明・相談会や、産業間、産学官の

連携のもとに、新技術や新製品の開発を円滑

に進めていくためのビジネス交流会を開催し

ているほか、市の中小企業等振興条例による

助成措置の有効活用を図りながら、特産品や

販路拡大の取り組みを支援していくところで

あります。市としましては、地域の特性を生

かした産業振興を加速していくため、今後と

も国や道を始め商工会議所や農協など、地元

経済団体などと密接な連携を図りながら、新

商品の開発や新たな販路開拓に取り組む意欲

ある企業を積極的に支援してまいりたいと考

えております。 

次に、地域経済計画についてでありますが、

本市においては、これまで第５期美唄市総合

計画で定めた「豊かで活力ある産業が広がる

まちづくり」を基本として、産業振興の施策

の推進に努めてきましたが、策定作業を行な

っている第６期総合計画に合わせ、すべての

産業を対象とし、地域経済の総合的な推進を

図ることを目的とした産業振興計画の策定に

向け、現在検討しているとこでございます。

こうしたことから、他市の計画や国・道の支

援制度などの情報収集等に努めているところ

であり、これらを参考に、第６期総合計画と
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の整合性にも留意し、本市における産業・経

済の状況、課題などを的確に把握し、必要と

なる対策などについて検討を行い、新たな産

業振興の指針となる計画の策定に向け、具体

的に取り組んでまいりたいと考えております。 

次に、政権交代による公共事業への影響に

ついてでありますが、国においては、行政刷

新会議における事業仕分けなど、新年度予算

編成に向けて、個別の政策や事業の見直しを

進めていることから、本市の公共工事の執行

にもその影響が懸念されるところであります。

本市におきましては、経済や雇用など依然と

して厳しい状況にあることから、今後とも、

国・道などの情報把握に努め、財政の健全化

と地域の活性化の両立に留意しながら、必要

な公共工事の確保に努めてまいりたいと考え

ております。 

次に、公共工事についての基本的な考え方

でありますが、本市におきましては、入札の

透明性と競争性を確保するため、原則１，０

００万円以上の工事については、一般競争入

札を実施することとしておりますが、本年度

５月、総務省から経済危機対策の交付金の活

用に当たっては、地域の中小企業の受注機会

に配慮するよう要請があったことを踏まえ、

本年４月以降の工事にあっては、可能な限り

地元建設業者を中心とした指名競争入札を実

施しているところであります。今後につきま

しても、地域経済の活性化につながるものと

なるよう努めると共に、工事が円滑かつ安全

に実施できるよう十分留意してまいりたいと

考えております。 

次に、ＰＦＩ制度の検討についてでありま

すが、ＰＦＩは発注者である地方公共団体等

が民間の資金と経営能力、技術力を活用する、

社会資本整備のための手法であり、事業コス

ト削減や質の高い公共サービスの提供を実現

するための有効な手法であると考えておりま

す。この制度の活用は経費削減の観点から財

政健全化に取り組む本市にとりまして効果的

であるものと考えておりますが、一方でＰＦ

Ｉは一般的に資本力のある企業の事業参入が

必要であることから、導入にあたってはこれ

ら企業の参入による地元経済への影響なども

考慮し、総合的な視野に立って検討してまい

りたいと考えております。 

次に、安心・安全なまちづくりについて、

美唄市の防犯・防災についてでありますが、

本市の刑法犯認知件数につきましては、全

国・全道同様に減少傾向にありますが、この

うち重要犯罪が１件発生しており、また、全

国的な傾向として、より巧妙化している状況

と伺っております。交通事故件数は、１０月

末現在で昨年と比較しますと、道内では発生

件数、死傷者数ともに減少しており、本市に

おいても、発生件数、負傷者数は減少したも

のの、昨年ゼロであった死亡者が本年は３名

も発生した事から、パトライト作戦を実施し、

安全運転の啓発を行ったところでございます。

２１世紀まちづくりプランにおいては、安全

で安心な地域づくりを進めるため、年間交通

事故発生件数、消費者相談件数など目標値を

設定しており、毎年度事務事業の評価等を実

施することにより、事業の検証に努めている

ところであり、平成２３年度からの次期総合

計画につきましては、指標の達成状況を踏ま

えながら計画に反映してまいりたいと考えて

おります。 
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また、安心・安全なまちづくりを実現して

いくため、市と市民の関係団体等が相互に協

力し、犯罪や交通事故等から市民の安全と安

心を確保することを目的に、平成１８年に地

域コミュニティー安全条例を制定したところ

であります。この条例の具体的な取り組みと

いたしましては、防犯協会、交通安全協会、

消費者協会、父母と先生の会連合会、母町連

絡協議会などの団体で構成される地域安全活

動推進協議会が中心となり、地域安全パレー

ドや地域安全大会を開催し、関係機関相互の

連携強化を図りながら、防犯に対する啓発を

行うと共に、今年度からは、自主防災組織の

設立支援を行っており、現在自主防犯組織１

団体が設立されたところであります。 

市としましては、今後とも関係機関と幅広

く連携し、安心して暮らせるまちづくりの推

進に向けて、積極的に取り組んでまいります。 

次に、危機管理体制についてでありますが、

犯罪事故防止に向けて自主防犯組織の設立等

を支援すると共に、本年発生したコンビニ強

盗のような事案に対しては、市街地域につい

て青色回転灯装着車による巡回を行うなど、

今後とも関係機関と協力し、危機管理意識を

高めてまいりたいと考えております。 

犯罪等が発生した場合の情報の提供等につ

いては、基本的に警察から情報が伝えられる

ものであり、市民の生命財産を脅かす事案に

対して早急に対応することができるよう、今

後とも警察で情報提供を依頼すると共に、関

係機関団体との連携を図りながら、適切に対

応してまいりたいと考えております。 

また、災害が発生した場合は、地域防災計

画等に基づき、広報活動を行っているところ

であります。 

私からは以上でございます。 

●議長内馬場克康君 教育長。 

●教育長板東知文君（登壇） 高橋議員の質

問にお答えします。 

初めに、子どもたちの安全・安心の確保に

ついてでありますが、子どもが安全に学校生

活を送ることができるように、地域社会全体

で子どもの安全を見守る体制づくりを進める

と共に、児童生徒が安全な生活を営んでいく

ための知識や、態度の育成を行う必要がある

と考えております。このため、各学校におい

ては、生活安全、交通安全、災害安全などの

安全管理の取り組みを始め、各教科、特別活

動など教育活動全体において行われる総合的

な安全教育によって、子どもたち自身に安全

を守るための能力をそれぞれの発展段階にあ

わせて育むと共に、それぞれの学校区内にお

いて、ＰＴＡを始め地区の地域組織やボラン

ティアのすきやき隊などとの連携協力により、

定期的な登下校時の通学路の見守りなどが取

り組まれているところでございます。 

また、防犯や非行防止については、年３回

各学校との生徒指導担当者と警察署との青少

年指導委員会議を開催し、情報の共有化を図

りながら、定期的に巡回指導や列車添乗など

を実施すると共に、必要に応じ夜間巡視や車

によるパトロールを行うなど、未然防止対策

に努めているところであります。 

教育委員会といたしましては、今後とも、

子どもたちの安全・安心の確保に向けて、学

校、家庭、地域社会、関係機関・団体との一

層の連携を図りながら、地域社会全体で子ど

もを見守り、育んでいくための取り組みを進
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めてまいります。 

次に、危機管理体制についてでありますが、

初めに、危機管理マニュアルにつきましては、

教育委員会としまして、平成１４年度に策定

し、緊急事態の管理意識を高め、未然防止を

始め、様々な事態に対して迅速かつ適切に対

応するための方法等を各学校等に示しており

ます。また、各学校では、このマニュアルを

基本に学校や地域の状況に合わせて教職員が

とるべき措置の具体的な内容、手順等を定め

た危機対応マニュアルを必要に応じ策定して

いるところでございます。今後とも、危機管

理マニュアルにつきましては、その実効性を

高めるため、不断に検証し随時改善を図るな

ど、必要な対応に努めてまいりたいと考えて

おります。 

次に、情報の伝達体制につきましては、こ

れまでの学校を中心とした保護者間の連絡網

のほかに、教育委員会、各学校、保護者、関

係機関・団体との情報連絡網として平成１９

年度に児童生徒の健全育成と安全確保を目指

した美唄市行動連携リストを作成し、学校を

中心とした地域ぐるみで子どもの健やかな成

長を育むネットワークづくりの推進に努めて

おります。 

次に、全国学力・学習状況調査についてで

ありますが、教育委員会、学校におきまして

は、全国的な状況等との関係において自らの

教育及び教育施策の成果と課題を把握し、そ

の改善を図ると共に、そのような取り組みを

通じて、教育に関する継続的な検証改善サイ

クルを確立するほか、各学校においては、各

児童生徒の学力や学習状況を把握し、児童生

徒への教育指導や学習状況の改善等に役立て

ることを調査の目的としております。 

このため、国から示された調査結果を活用

した取り組みとしましては、これまでの指導

についての成果と課題を把握・検証し、学校

改善プランを策定するなどの今後の指導等の

工夫・改善に努めているところでございます。 

本市の平成２１年度の全国学力・学習状況

調査の結果につきましては、小学校において

算数の応用問題に、また、中学校において国

語・数学ともに応用問題に課題がある事から、

さらに、基礎・基本の一層の定着と活用能力

の向上を図ることが必要であると考えており

ます。 

次に、分析データの活用につきましては、

各学校においてこれらの調査結果を踏まえ、

各児童生徒の全般的な学習状況や、指導の改

善に向け、学校改善プランを見直すなど、保

護者や地域住民の理解と協力のもとに、適切

に連携を図りながら必要な改善に取り組んで

まいりたいと考えております。 

次に、今後の対応についてでありますが、

現在、国においては、来年度の予算編成にお

いて本調査の抽出対象の絞り込みを行うなど、

事業の見直しを行っていることから、その動

向を見据えて判断してまいりたいと考えてお

ります。 

以上でございます。 

●議長内馬場克康君 高橋幹夫議員。 

●５番高橋幹夫議員 自席より何点か再質問

させていただきます。 

まず、地域経済について、景気動向の認識

についてですが、これは非常に深刻だという

ことを、今回の調査でも明らかになったとい

う事で、今後、まだ調査の分析の途中だとい
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うことでございますので、早急にこの分析を

進めていただきまして、対応策を関係諸団体

と協議をしていただきたいというふうに思い

ます。 

それから、産業による地域の活性化につい

てなんですが、特産品の加工については、近

隣の市町村では加工施設を設けて、それぞれ

開発を実施しており、様々な団体から非常に

多くの特産品が開発され、ヒット商品も数多

く出ているという状況がございます。本市に

おいて、さらに特産品の加工開発を進めるた

めに、１次加工品の加工施設が必要と考えま

すが、市長の見解についてお伺いいたします。 

また、他市町村が既に行動を起こしている

ように特産品の販売についてもシェアの拡大

を図るために、海外に目を向けた取り組みが

行われております。美唄市においても先だっ

て商工会議所を中心とした部分で、中国の方

に販路拡大のための視察に行かれたというこ

ともお伺いしておりますが、市として今後、

こういったことも視野に入れて行動を起こす

べきだと思うんですが、その辺についての市

長の考え方をお伺いいたします。 

それから、市の支援策についてなんですけ

ども、今後、特産品の商品知識を兼ね備えた

観光大使ですとか、あるいは特産品の専門に

販売をするスペシャリストといった人員の養

成なんか、やっぱりこれから必要になってく

ると考えるんですが、この辺の考え方なんか

もお伺いいたしたいと思います。 

それと、地域経済計画の策定なんですけど

も、他の市町村の状況から見て、いろいろと

調査をされているということで、計画策定の

方向で準備が進められているということの御

答弁をいただきまして、今後、その策定に向

けたスケジュールなんかもあればお伺いした

いというふうに思います。 

それから、公共事業についてお伺いいたし

ます。先ほど来から、政権交代の影響につい

て、公共事業の減少が見込まれるというよう

なことが、まことに遺憾であるなというふう

に私は個人的に思うところでございますが、

今後の動向に留意して作業を進めていってい

ただきたいと。公共事業は、やはり、美唄市

にとっても非常に重要な事業の１つでござい

ますので、そういった意味でも十分に留意を

されて、作業を進めていただきたいというふ

うに思います。 

それから、入札の状況なんですけれども、

基本的な考えは理解することができました。

今後についても、工事が円滑に安全に実施さ

れるよう十分に留意してまいりたいという答

弁をいただき、公共事業の入札が不調に終わ

ったり、来年度に持ち越しがされたものや、

公募がなかったもの、そういったものがあっ

たというふうに聞き及んでおるとこでござい

ますけども、こういったことは、やはり市民

にとっては不利益になる結果に繋がるという

ふうに考えます。そこで、計画行政としても、

不本意なこの状況を私は指摘せざるを得ない

というふうに思い、これらの課題を今後どの

ように解決していくのか、お伺いをしたいと

いうふうに思います。 

ＰＦＩ制度についてですが、美唄市の財政

は、やはり、ますます厳しさを増してくる中

で、市内に点在する公共施設の老朽化という

ものは、非常に顕著であるというふうに思い

ます。先日は美唄市立病院の外部監査からも
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施設の建て替えなんかも指摘されたところで

ございまして、ＰＦＩの活用は極めて有効な

手だてだなというふうに思っております。そ

こで、参加企業は資本力がある企業が一般的

なんですけれども、最近では地域でつくる企

業体においても実施ができるというような事

例なんかも聞き及んでおります。美唄市にお

いても、このＰＦＩについて実施対象やメリ

ットやデメリットも含め、市民や関係業者と

の研修会、懇談会といった連携がやっぱりこ

れから不可欠かと思いますので、その辺の考

え方もお伺いしたいというふうに思います。 

続いて、安心・安全なまちづくりについて

なんですが、市や教育委員会におけるこの具

体的な考え方は十分理解することができまし

た。そこで、市長にお尋ねしますが、将来的

にも安心して暮らせるまちづくりをさらに推

進するために、自ら自治会の会合や総会に伺

い、防犯・防災についての説明をし、自主防

犯組織の活動の必要性や自主防災・防犯の活

動の進め方、それから、地震、被害想定に関

することや家庭でできる防犯・防災の対策、

住宅への侵入等対策、あるいは、街頭犯罪の

対策、そういった活動を支援する市の補助制

度について、やはりきめ細かに説明する必要

があるというふうに考え、そういったことを

網羅する安心・安全の出前講座といった、美

唄市が中心となった事業もやはり積極的に行

われることが必要かと思いますが、これにつ

いて、市長の見解をお伺いいたします。 

それから、危機管理体制について、これは

市長と教育長にお伺いいたします。先の美唄

市で発生いたしましたコンビニ強盗や、銃弾

による住宅損壊事件について、市民や、特に

学校関係者に正しく情報が伝わらなかった部

分があって、現場では非常に混乱を生じたと

いうふうに伺っております。そして、非常に

不安を抱いていた市民も多くいらっしゃった

ということも聞き及んでおります。そこで、

情報の伝達方法について、さらに危機管理体

制の充実が必要かと考えられますが、それぞ

れの立場において御見解をお聞かせください。 

それから、学力テストについてなんですが、

検証結果について美唄市における学力テスト

の結果で、それぞれ今回課題が明らかになっ

たということをお伺いいたしました。その動

向は関係者にとっても非常に関心の深いもの

というふうに考えます。個々の成績や学校の

市内における成績ですね。こういったものは

どのような状況なのか、公開はされないのか

お伺いいたします。 

それと、活用と今後の対応についてなんで

すが、学力テストの調査方法において動向を

見据えて判断するというような御答弁でござ

いましたが、このたび道教委におきましては、

これまで同様に悉皆方式で調査を行うことが

望ましいというふうに示しております。そし

て、この事は各市町村にも参加を呼びかける

事としており、今後、美唄市のこれまでの考

え方としても参加することが望ましいのでな

いかというふうに思うわけなんですけども、

教育長の考え方を、お伺いいたします。 

以上でございます。 

●議長内馬場克康君 市長。 

●市長桜井道夫君 高橋議員の質問に順次お

答えします。 

初めに、特産品の加工施設についてであり

ますが、地元農産物を活用した加工品の開発
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や、販売促進による農業者の所得向上や商工

業の振興、さらには地域の活性化につなげて

いくことが大変重要であると認識しておりま

す。市内ではピパオイの里プラザや農協など

の施設を利用した加工品の試作などが行われ

ておりますが、加工品の開発は試作品づくり

から始めることになりますので、こうした取

り組みを行う方々に対してはピパオイの里プ

ラザの利用を促すなど、既存施設の利活用を

図ってまいりたいと考えております。 

なお、試作品づくりに向けて設備等の改善

の要望があれば、利用者と十分協議しながら

その改善に努めてまいりたいと考えておりま

す。また、こうした加工品を商品化し、事業

化などを目指す方々に対しましては、設備等

の導入に対する国や道などの助成制度を紹介

し、有効活用を促進するなど、円滑に事業化

が図られるよう、市として積極的に支援して

まいりたいと考えております。 

特産品の海外販売についてでありますが、

岩見沢市が中国と、今交流をするということ

で伺っております。これらの情報も得ながら

岩見沢市と連携がとれないかどうか、このあ

たりも検討してまいりたいと。その一方で、

進出希望のある企業がある場合には、その進

出先の輸入規制や現地の商慣習などが異なる

ことから、日本貿易振興機構や北海道貿易物

産振興会などと連携を図りながら、特産品の

海外販売が円滑に進むよう支援を行ってまい

りたいと考えております。 

また、特産品の商品知識を兼ね備えた観光

大使や特産品スペシャリストの養成につきま

しては、本市の特産品の販路の開拓を図る上

で重要と受けとめておりまして、今後、美唄

商工会議所や観光物産協会、特産品を製造し

ている企業等と十分協議、検討してまいりた

いと考えております。 

次に、地域経済対策計画についてでありま

すが、現在策定中の第６期美唄市総合計画と

の整合性に十分留意し、庁内関係部局との連

携はもとより、商工会議所や農協などの経済

団体や企業などと十分協議を行い、平成２３

年度からスタートする第６期美唄市総合計画

と合わせ、産業振興計画の策定に取り組んで

まいりたいと、このように考えているところ

でございます。 

次に、入札の不調や中止に係る検証と対応

についてでありますが、公共工事の発注に当

たっては、工事の品質確保に必要な経費の積

算に努めているところでありますが、今年度

の入札において、不調や中止のものがあった

事から、今後におきましては発注時期や経費

の積算について、より一層精査してまいりた

いと考えております。 

次に、ＰＦＩ制度はコスト削減の観点から

公共施設の整備を図る上で有効的な手法であ

りますが、地元経済の影響などについても十

分配慮することが必要であることから、他市

での取り組みの状況などを踏まえ、関係団体

とも協議し、総合的に検討してまいりたいと

考えております。 

次に、安心・安全なまちづくりについてで

ありますが、市といたしましては高齢者交通

安全教室と合わせた地域安全教室の開催や、

防犯に関する出前講座を実施し、振り込め詐

欺や催眠商法などの情報提供及び啓発に努め

ております。 

また、自主防犯組織の設立に関する説明会
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を町内会の要望に応じて開催することとして

おり、設立に当たっては、活動に必要なパト

ロールキャップやベストを貸与するほか、円

滑に活動を進めていくための助言を行うなど

の支援をしております。 

今後とも市と市民の関係団体などの相互協

力のもと、これまで進めてきた取り組みの拡

充強化を図りながら、安心・安全なまちづく

りを推進してまいりたいと、このように考え

ております。 

次に、危機管理体制についてでありますが、

災害等が発生した場合は、地域防災計画など

に基づき、庁内に対策本部を設置し、関係機

関との連携を図りながら災害情報の収集を行

なうと共に、必要な災害対策等を実施してお

り、重大な犯罪等が発生した場合にも市のホ

ームページにより情報を提供するほか、庁内

の連携を図り、迅速に必要な対応が図られる

よう努めてまいりたいと思います。 

危機管理については、十分とは言えない状

況もありますんで、これからいろんな庁内体

制、それから、市民との体制について、これ

はしっかり充実させてまいりたいと、このよ

うに考えております。 

以上でございます。 

●議長内馬場克康君 教育長。 

●教育長板東知文君 高橋議員の質問にお答

えします。 

初めに、危機管理体制についてであります

が、１０月１５日に発生したコンビニ強盗事

件につきましては、美唄警察署からの情報等

を踏まえ、学校においては校舎の戸締りの徹

底や屋外学習はできるだけ避けること。下校

時においては集団下校や一斉下校などの方法

により児童生徒の安全確保の措置を講じるこ

と。さらに、下校後においては、外遊びや外

出等を控えること。それから、登校時の対応、

さらには休日等の対応など、必要な対策につ

いて各学校等について適時指示したところで

ございます。 

また、これに伴う地域の対応といたしまし

ては、すきやき隊等への見守り協力依頼、交

通指導員への協力要請、さらに車による巡回

など地域ぐるみでの安全対策に努めたところ

でございます。 

次に、１０月２５日に発生した銃弾による

住宅損壊事件につきましては、美唄警察署か

らの必要な情報収集に努めると共に、その対

策についての協議経過を踏まえ、学校等に対

する安全確保が必要と判断し、登校時の対応

など必要な対策について、各学校等に指示し

たところでございます。 

教育委員会といたしましては、子どもたち

の安全確保を図る観点から、情報の収集と関

係機関との連携により、必要な対応に努めた

ところではございますが、学校の保護者連絡

網においては、保護者間の一部で事件の内容

が正確に伝わらず、混乱が生じたところであ

り、今後とも、その情報伝達等のあり方など

について、さらに検討をしてまいりたいと考

えているところでございます。 

次に、全国学力・学習状況調査についてで

ありますが、調査結果につきましては、国の

取り扱いに関する配慮事項におきまして、本

調査の目的を達成するため、自らの教育及び

教育施策の改善、各児童生徒の全般的な学習

状況の改定等につなげることが重要であるこ

とに留意し、適切に取り扱うものとしており、
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その際、本調査により測定できるのは、学力

の特定の一部であること、学校における教育

活動の一側面にすぎないことなどを踏まえる

と共に、序列化や過度な競争につながらない

よう十分配慮すべきものとしているところで

ございます。このような観点から、公表につ

きましては、都道府県教育委員会は、本調査

の実施主体が国であることや、市町村が基礎

的な参加主体であることなどにかんがみ、域

内の市町村及び学校の状況については個々の

市町村名、学校名を明らかにした公表は行わ

ないこと、また、市町村教育委員会は、域内

の学校の状況について、個々の学校名を明ら

かにした公表は行わないこととしているとこ

ろでございます。 

このため、文部科学省では、国全体の状況

及び国・公・私立学校別の状況や都道府県ご

との公立学校全体の状況など、公表する内容

を除くものについて行政機関の保有する情報

の公開に関する法律第５条第６号の規定を根

拠として、同法における不開示情報として取

り扱うこととしているところでございます。 

また、北海道教育委員会では、文部科学省

や道教委が公表する内容を除く分析データの

取り扱いについて北海道情報公開条例第１０

条第５号の規定に基づいて非公開情報として

取り扱うこととしており、国の考え方と変わ

るものではないと考えているところでござい

ます。 

以上のことから、教育委員会といたしまし

ても国や道の考え方に準じ、美唄市情報公開

条例第９条第５号に基づいて非開示情報とし

て取り扱うこととしているところでございま

す。 

なお、各学校においては、国や道レベルの

調査結果を踏まえ、自校の児童生徒の結果を

分析・考察して、学校改善プランを作成し、

学習改善に取り組んでいるほか、個々の個人

データが各児童生徒に配付され、自身の学力

や学習状況を把握し、改善に役立てていると

ころでございます。 

次に、今後の対応についてでありますが、

現状では今後の国の動向を見据えて判断して

まいりたいと考えているところでございます。 

以上でございます。 

●議長内馬場克康君 高橋幹夫議員。 

●５番高橋幹夫議員 一通りご答弁をいただ

きありがとうございます。地域経済において

は、本当にますます厳しい状況でございます

ので、やはり市がかかわる役割というのは非

常に大きなものがあるかと思います。迅速で

的確な対応を今後もよろしくお願いしたいと

思います。 

それから、学力テストについて質問させて

いただきます。検証結果についてなんですけ

れども、今しがた国や道の考え方に準じて開

示はしないというようなことでございました

が、この事は、例えば、市教委が自ら開示し

ないということなんでしょうか。それとも、

例えば、市民から開示請求があった場合は、

公開をするような対応をするのか。その辺を

ちょっとお伺いしたいというふうに思います。

やはり、学校の学力の向上対策というような

ことについては、やはり双方の協力体制がな

かなかないとうまく進まないというふうに思

います。そこにはやはり情報の共有といった

ものが非常に大切になってくるかなというふ

うに思いますので、その辺についてお伺いし
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たいと思います。 

それと、今後の対応についてなんですけど

も、国は希望する学校があれば、試験問題を

配付するというふうに示している訳で、また、

道も悉皆調査が大切だという考えを示してい

るわけでございます。それを踏まえて、各市

町村にこの悉皆方式を呼びかけるというよう

なことも進めているというふうに聞いており

ますので、今までの市教委の考え方からして

もこれは参加することが望ましいんでないか

なというふうに思うんですが、その辺のお考

え方をお聞かせください。 

●議長内馬場克康君 教育長。 

●教育長板東知文君 高橋議員の質問にお答

えします。 

全国学力学習状況調査についてであります

が、本調査の目的は、児童生徒への教育指導

や学習状況の改善に役立てることであること。

また、一般に公開されることになると、序列

化や過度な競争が生じる恐れがあるなどが考

えられることから、美唄市情報公開条例第９

条第５条に基づいて非公開情報として取り扱

うということでございます。 

次に、今後の対応についてでありますが、

現状の国の検討段階では悉皆調査でなく抽出

調査ということでございます。さらに、これ

までは国が事業主体ということで、財源は国

が負担するという中で実施していたこともご

ざいますけども、用紙を配布すると言いつつ

も問題はそれを分析するコストがかかるとい

うことになりますので、その負担も不明であ

るということでございます。そういった中で、

この間釧路でありました全道の教育長会議の

中でも、これまでとやり方が大幅に変わると

いう中で、その対応についてはさまざまな課

題があるという形で議論したのも事実でござ

います。こういったことから、来年度以降の

実施の国の実施要領等の明確な内容を踏まえ

ながら、今後のあり方について判断してまい

りたいと、このように考えているところでご

ざいます。 

●議長内馬場克康君 次に移ります。 

１２番、本郷幸治議員。 

●１２番本郷幸治議員（登壇） 平成２１年

第４回定例会に当たり、大綱３点市長にお伺

いします。 

大綱の１点目は、市長の政治姿勢について、

先に登壇しました同僚議員の質問と関連して

いる部分もありますが、私は総体的な内容で

お聞きします。 

その１つ目として、国の明年度予算につい

て、政権が交代して２ヶ月が過ぎました。国

の明年度予算に向けた取り組みについて市長

はどのように受けとめておられるのか。また、

国の暫定税率の廃止や一括交付金制度の創設、

さらには地方交付税の基準見直しなど、今後

の市の財政運営に大きな影響が懸念されます

が、どのように対処しようとしているのかお

伺いします。 

その２つ目、事業の見直しについて、道路

整備事業の抜本的な見直しを初めとした公共

工事の見直しは、国営・道営事業を含めた公

共事業のウエートが高い本市経済にとって特

に影響が大きく、見直しの結果によっては極

めて深刻な事態が懸念されます。市長は、こ

うした現在の国の動きに対してどのように受

け止め、今後どのように対処されようとして

いるのかお伺いします。 
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次に、大綱２点目は、公共工事のあり方に

ついて、入札の取りやめについて、近年本市

にありましては公共工事が激減している中で、

今まで地域産業の中核を担ってきました市内

企業は一段と厳しい経済状況の中で、多くの

企業は人員や給与の削減などを図り、生き残

るためにさまざまな経営努力をしながら本日

まで維持しているのが現状であります。こう

した中で市で公表してる入札結果を見ますと、

指名入札が取りやめとなった例がありますが、

その工事名と取りやめになった理由について

お伺いします。 

大綱３点目は、福祉行政について、その１

つ目は介護現場について、厚生労働省が１１

月２０日に発表した６５歳以上の高齢者に対

する虐待の実態調査によりますと、０８年度

で家庭内や介護施設などで確認されたのは全

国で１万４，９５９件、前年度より１，６２

４件増加しております。また、家庭内虐待の

うち被害に遭ったお年寄り４５．１％が介護

が必要な認知症で厚生労働省は認知症を患っ

た高齢者の行動、また、言動へのいら立ち、

また、介護疲れなども背景にあるのではない

かとの見方を示しています。以下、本市の介

護現場の現状と課題についてお伺いします。 

初めに、家族が介護することを前提に介護

保険は制度設計されております。したがって、

独居老人や老夫婦世帯や認知症の介護が支え

られないというエアポケットがあります。そ

のためには、地域の介護力の開発が不可欠と

思われますが、本市ではどのように取り組み

されているのかお伺いします。 

次に、介護が必要になっても住みなれた地

域で生活が続けられるよう、３６５日２４時

間体制でさまざまな介護サービスを提供する

のが小規模多機能型居宅介護です。今年９月

末時点で全国に２，１９２カ所ありますが、

団塊の世代が７５歳を迎える２０２５年には

３万カ所の整備が必要とされております。本

市での小規模多機能型居宅介護の現状と課題、

また設置目標についてもお伺いします。 

その２つ目は、年金特別便と生活保護費返

還について、現在全国的に生活保護費の返還

金が急増しております。理由は予定していな

かった年金が支給され、受給者は市に申告し

ないで使ってしまったケースです。保護受給

者に支給された年金は保護費以外の収入とし

て認定され、受給された保護費の差額分を返

還しなければなりません。本市としてこのよ

うな実態があるのかお伺いします。また、あ

った場合どのように対処したのか、あわせて

お伺いします。 

その３つ目は、ヒブワクチンについて、あ

まり耳なれない言葉、ヒブワクチンですが、

主に乳幼児に係る細菌性髄膜炎で、後遺症や

最悪死に至らしめる病気で、この病気の予防

に有効なのがヒブワクチンと言われておりま

す。まず、このワクチンに対して市はどのよ

うな認識を持っているのか。また、市内にお

ける患者の実態や接種可能な医療機関、市民

からの問い合わせの状況についてお伺いしま

す。 

以上でこの場からの質問を終わります。 

●議長内馬場克康君 市長。 

●市長桜井道夫君（登壇） 本郷議員の質問

にお答えします。 

初めに、市長の政治姿勢について、国の明

年度予算などについてでありますが、国にお
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いては子ども手当の創設やガソリン税など暫

定税率の廃止、農業の戸別所得保障、高校の

実質無償化などの実現に向けた取り組み、さ

らには本年度の追加経済対策を始め、公開に

より実施した事業仕分けに基づき、既存事業

の見直しや予算の縮減など行政刷新に取り組

んでおります。私としては情報を開示し、行

政の無駄を排除すること、また、子育て支援

や教育、生活者の不安解消など、時代に即し

た変革を行うことは重要なことであると考え

ております。 

一方、このような中で、地方分権を推進す

る上で地方が自立して行財政運営を行うこと

ができる税源配分や財源補償などが、何より

も重要なことと考えております。現時点では

暫定税率の見直しや、環境税導入などの税制

改正、補助金制度の見直し、地方交付税の見

直しなど、どのようになるのか不明な点が多

くありますが、今後の動向を十分に把握し、

地方の行財政運営に支障が生じることがない

よう、市長会や道などと連携し、国に対して

強く要望してまいりたいと考えております。 

次に、公共事業の見直しについてでありま

すが、国においては、コンクリートよりも人

間を大切にするという考えから、いわゆる箱

もの、ダム、道路や河川などの公共事業の見

直しを進めており、その影響が懸念されると

ころであります。こうした中、本市の活性化

を図るためには、国道１２号線や美唄富良野

線などの交通網の整備や、農業基盤の整備が

重要であることから、引き続きその必要性を

強く訴え、国や道による事業の実現に向けて

強く要望してまいります。また、市としても

優先度や緊急度などをもとに事業の厳選に努

め、一定の事業を確保しながら経済の振興と

雇用の維持、創出を図っていかなければなら

ないものと考えております。 

次に、公共工事の入札のあり方について、

入札の取りやめについてでありますが、本年

７月２９日第４回市議会臨時会で議決されま

した地域活性化経済危機対策臨時交付金を財

源とする美唄市一般廃棄物最終処分場法面保

護土設置工事の入札において、指名業者の辞

退により１１月５日及び１１月１３日の入札

が取りやめとなったところであります。その

後、辞退した数社に辞退理由について聞き取

りをしたところ、採算性の点に加え、手持ち

工事等の状況により工事現場に必要な人員確

保ができない等の内容を確認しているところ

であります。 

次に、福祉行政について、認知症に対する

取り組みについてでありますが、地域包括支

援センターでの認知症に関する相談件数は、

センターがスタートした１８年度は１２件、

１９年度は１７件、２０年度は２１件で、認

知症への対応や介護に不安を感じている方が

年々増えてきている状況にあり、家族介護者

に対する支援は今後ますます重要になるもの

と考えております。 

このため、市としましては認知症について

の理解を深めるとともに、地域の連携を図る

観点から、介護の知識や技術を習得するため

の認知症高齢者家族介護教室、介護者の交流

と元気回復のための家族介護者交流事業、介

護家族の負担軽減のためのやすらぎ支援訪問

員派遣事業を実施しているほか、２０年度に

は岩見沢保健所との共催により、５回にわた

る認知症を支える地域づくり講座を開催した
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ところであります。 

今後におきましても、地域包括支援センタ

ーを中心に関係団体やボランティアなどとの

人的ネットワークを整備し、地域全体で認知

症に対する支援に取り組んでまいりたいと考

えております。 

次に、小規模多機能型居宅介護についてで

ありますが、平成１８年の制度改正により、

地域密着型サービスの１つとして制度化され、

通いを中心に訪問、泊まりのサービスを定額

で利用できるのが大きな特徴となっておりま

す。現在、市内には小規模多機能型居宅介護

施設はなく、空知管内においては三笠市、妹

背牛町、新十津川町に各１施設開設されてい

るところであります。整備が進んでいない理

由としましては、デイサービスなど既存の事

業所と競合している事や、人員配置の課題な

どから、事業運営が難しいと言われておりま

す。 

市としましては、平成２１年度から２３年

度までの第４期介護保険事業計画では、小規

模多機能型居宅介護施設の整備を予定してお

りませんが、この制度の特徴となる２４時間

３６５日のサービスは介護が必要な高齢者に

とって、安心できるサービスでありますので、

今後各事業者と事業展開の可能性について協

議してまいりたいと考えております。 

次に、生活保護費の返還についてでありま

すが、年金が支給されることにより返還が必

要となった方は、平成２０年度では１名、平

成２１年１０月末現在では２名となっており

ます。返還が必要な方々には日常の生活にお

いて影響が出ないよう十分な話し合いを持ち

ながら返還を求めていくこととしております。 

次に、ヒブワクチンについてでありますが、

ヒブワクチンのヒブというのはインフルエン

ザＢ型の細菌のことで、日本では年間約６０

０人の子どもがこの細菌による髄膜炎にかか

り、発症すると治療を受けても５％の子ども

が死亡し、２０％の子どもに知能障害や聴力

障害などの後遺症が残ると言われております。

ヒブワクチンは１９９０年代から欧米で導入

され、現在、世界１００カ国以上で接種が行

われており、ほとんどの先進国においてヒブ

による重症感染例は激減しております。日本

ではこのヒブワクチンの認可が遅れ、先進国

で唯一このワクチンを接種できない状態が続

いていましたが、昨年１２月から任意による

接種が可能となりました。しかし、国内販売

が開始されたばかりで、現時点では流通量が

十分とは言えず、近隣では岩見沢市の市立病

院や一部のクリニック等において接種が受け

られるにとどまっています。 

市内における患者の発生状況としましては、

市立病院において過去に３人の発症例があり

ましたが、現在は発症の確認はないところで

あります。また、問い合わせについては、今

年に入り市民の方からワクチンが接種できる

医療機関やワクチンの安全性等について数件

あり、適時必要な情報提供と相談に応じてい

るところであります。 

私としましては、予防接種法において定期

予防接種に位置づけられることが必要と考え

ており、今後、全道市長会等と連携を図りな

がら、国に要望してまいりたいと考えており

ます。 

以上でございます。 

●議長内馬場克康君 本郷議員。 
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●１２番本郷幸治議員 一通りのご答弁あり

がとうございました。自席から１点だけ再質

問させていただきます。 

入札の取りやめについて、今ほども同僚議

員の方から公共工事の入札のあり方について、

るる質問があって、市長の答弁があったわけ

ですけど、これ取りやめになったんですよね、

最終処分場の工事が。これ、実は政権が交代

する前の、いわゆる地域活性化交付金、それ

は一応地元の雇用も含めてという、そういう

趣旨の内容の交付金だったんです。その交付

金を利用して最終処分場の法面の工事をとい

うことで、これは実は７月の２８日に市長か

らこの工事の提案がありました。議会として

は２９日に議決しました。 

ところが、実際に工事が発注されて入札さ

れたのが１１月なんです。なぜ、こんなに３

ヶ月も４ヶ月もかかってしまったのか。私が

議員に当選させていただいて、記憶ではこう

いうことないんじゃないかなと。そしてまた、

まして入札が取りやめになったという記憶も

私の記憶ではありません。まず、なぜ３ヶ月

も４ヶ月もかかってしまったのか。そして、

この工事そのもの、どうでもいいような工事

ではないと思うんですよ、法面ですから。こ

れシートを防ぐため、いわゆる土でもって結

局そのシートを守るんでしょう。ですから、

非常に大事な工事なんですよ。この工事をい

つ再入札するのか。市長のもしお考えがあれ

ばお答えください。 

●議長内馬場克康君 市長。 

●市長桜井道夫君 本郷議員の質問にお答え

します。 

工事発注が遅れた理由についてであります

が、一般廃棄物最終処分場の法面の保護は本

市にとりましては初めての工事であり、７月

以降ごみ撤去時における遮水シートや漏水検

知センサーの破損等を防ぐため、技術的に安

全確実な施工法について十分検討してきた結

果、１１月の発注となったところでございま

す。 

今後の発注についてでありますが、日程的

に冬期工事となり、除雪経費など新たな経費

や安全施工面で相当リスクが生じることから、

本年度の発注を中止したところであります。

新年度におきましては、今回入札取りやめと

なった課題等を整理し、工事が円滑かつ安全

に実施できるよう進めてまいりたいと考えて

おります。 

以上でございます。 

 

●議長内馬場克康君 お諮りいたします。 

本日の会議はこの程度にとどめ、延会いた

したいと思います。 

これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

ご異議なしと認め、そのように決定いたし

ました。 

本日はこれをもって延会いたします。 

 

午後２時３５分 延会 
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